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刊行にあたって 

 

公立病院は、地域における基幹的な医療機関として、民間病院の立地が困難であるへき

地における医療や、救急、周産期、小児医療等の不採算・特殊部門に係る医療を担うなど、

地域医療の確保のため重要な役割を果たしているが、多くの公立病院において、経営悪化

や医師不足等により、医療提供体制の維持に困難を伴う状況にある。 

総務省では、平成 19 年 12 月に「公立病院改革ガイドライン」（以下「前ガイドライン」

という）を策定し、各公立病院では、これを踏まえて公立病院改革プランを策定し、「経営

の効率化」、「再編・ネットワーク化」、「経営形態の見直し」の３つの視点に立った改革を

一体的に推進してきた。 

こうした取組の結果、経常収支が黒字である病院の割合が取組前に比べて約３割から約

５割に改善したほか、再編・ネットワーク化や経営形態の見直しに取り組む病院が大幅に

増加するなど、一定の成果を挙げてきたところである。 

しかしながら、依然として医師不足等の厳しい環境が続き、半数以上の公立病院が一般

会計の繰入れを含めても赤字経営の状況にあって、持続可能な経営を確保していくために

は、今後とも不断の改革努力が求められている。 

国においては、持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に

基づく措置として、医療介護総合確保推進法に基づく医療提供体制の改革が進められてお

り、今後の公立病院改革は、都道府県が策定する地域医療構想の実現に向けた取組と整合

的に進める必要がある。 

このため総務省では、平成 27 年３月に「新公立病院改革ガイドライン」（以下「新ガイ

ドライン」という）を示し、各地方公共団体に対し、新公立病院改革プランを策定し、更

なる改革に取り組むよう要請したところであり、各公立病院では現在、地域医療構想の策

定状況を踏まえつつ、新公立病院改革プランの検討作業が進められている。 

新ガイドラインに基づく改革への移行時期となる今般、「経済財政運営と改革の基本方針

2015」（平成 27 年６月 30 日閣議決定）において「国公立病院の経営改善等について、優良

事例の横展開を行う」とされたことを踏まえ、新公立病院改革プランの策定とその実施に

資するため、前ガイドラインに基づく取組により成果を挙げている公立病院の事例を取り

まとめ、横展開を進めることとした。 

公立病院経営改革事例集は、前ガイドラインに基づく取組を概括したうえで、平成 26 年

度までの決算情報に基づき経営指標が安定的に向上した公立病院を抽出し、前ガイドライ

ンに掲げた改革の柱ごとに、有識者の助言を得て、健全経営と良質な医療の確保の両立に

成果を挙げている事例を紹介している。各事例においては、参考となる具体的な取組内容

及び病院による自己評価を掲載するとともに、有識者による評価分析を行っている。 

各公立病院においては、本事例集を積極的に活用いただき、実効ある新公立病院改革プ

ランを策定するとともに、地域において必要な医療提供体制を確保するため、更なる経営

の効率化や再編・ネットワーク化等に取り組まれることを期待する。 

最後に、本事例集の取りまとめにご協力いただいた各公立病院・各地方公共団体の関係

者、専門的な知見をいただいた有識者の皆様方に、心から御礼申し上げる。 
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第１章 これまでの公立病院改革の取組状況 
 
 
 
 
 
 

 本章は、前ガイドラインに基づき、病院事業を設置している地方公共

団体に策定を要請した前公立病院改革プランの実施状況をまとめたもの

である。 

 自病院の前公立病院改革プランにおける取組と比較するなどし、新公

立病院改革プランの策定に役立てていただきたい。 
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前改革プランの点検・評価・公表の状況 
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5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

市町村立等 

都道府県立 

点検・評価内容の情報開示の状況 
公表予定あり 

公表予定なし 
（未定含む） 

※ 平成25年度末時点（平成26年９月現在で点検・評価の状況の実施済みについては実施予定のものを含み、会議等の設置については設置予定を含む） 

※ 都道府県と市町村が構成団体となる一部事務組合又は設立団体となる地方独立行政法人は市町村分で計上 
※ 公立病院改革プランの実施期間が平成25年度以降に及ぶものについてのみ計上 

公立病院改革の目的・必要性 

○ 公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制を確保  
○ その中で、公立病院が安定的に不採算医療や高度・先進医療などの重要な役割を担っていくことができるようにする 

公立病院改革プランの策定 

○ 地方公共団体は、平成20年度内に公立病院改革プランを策定 
   （経営効率化は３年、再編・ネットワーク化、経営形態見直しは５年程度を標準） 
○ 当該病院の果たすべき役割及び一般会計負担の考え方を明記 
○ 改革の視点 

➣病院の統合や基幹病院と日常的な 
 医療を行う病院とに再編する等の 
 取組み 

 
➣経営指標の数値目標を自治体 
 が独自に設定し、経費削減や収 
 入確保へ努力 
 
 
 
 

経営の効率化 経営形態の見直し 

３つの視点に立って、公立病院改革を推進 

➣民間的経営手法等を導入 

再編・ネットワーク化 

※ 黒字病院の割合 
  H20:29.7% ⇗  H25:46.4% 

※ H21～H25見直し実施  227病院 
   うち地方独立行政法人化   53病院 
      指定管理者制度の導入  16病院 等 

※ 統合・再編に取り組んでいる公立病院 
   65ケース、162病院 

公立病院改革プランの点検・評価・公表の状況 

○ ほぼ全ての公立病院において公立病院改革プランを策定 
○ 都道府県関係では37団体、市町村等関係では339団体、合計376団体（92.4％）が点検・評価を実施済み又は実施を予定 
     ※公立病院改革プランの対象期間が平成25年度以降にわたるものについてのみ計上 

前公立病院改革ガイドライン（平成19年12月通知）の概要 
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（出典：平成27年度全国自治体病院協議会資料より作成） 

病院数 病床数 

全 体 8,482 1,566,965 

公 立 944 
(11.1%) 

227,319 
(14.5%) 

国 立 329 
(3.9%) 

130,188 
(8.3%) 

公 的 284 
(3.3%) 

93,989 
(6.0%) 

そ の 他 6,925 
(81.7%) 

1,115,469 
(71.1%) 

○全国の病院に占める 
 公立病院の割合 

296病院 

676病院 28病院 

271病院 292病院 

356病院 

○自治体病院の役割 

※表の公立病院は、地方公営企業の病院、公立大学附属病院、地方独立行政法人病院を含む 

※表の公的病院は、日本赤十字社、済生会、厚生連等が設置・運営する病院 

 全国の病院に占める公立病院の割合は、病院数で約１１％、病床数で約１５％。 

 へき地における医療や、救急・災害・周産期などの不採算・特殊部門に係る医療の多くを

公立病院が担っている。 

厚生労働省 医療施設動態調査（平成27年6月末） 

全国の病院に占める公立病院の役割 

○主に以下の項目について、次頁以降統計・分析を行った。 

公立病院改革の取組状況に関する統計・分析 

公立病院の 
役割・規模 

• 公立病院の役割 
• 病院数、病床数 

• 決算 

経営状況 
• 経営状況 
• 医師数 

• 主な経営指標の 
病床規模別分布 

医業収支比率 
改善要因 

• 医業収支比率の 
改善要因分析 

前公立病院改革プ
ランの自己評価 
• 前公立病院改革プラ

ンの自己評価結果 

経営形態の見直しを
行った病院の状況 
• 経営形態見直し病院

の経営状況 
• 地方独立行政法人 
• 指定管理者制度 

※円の色と、次頁以降の分析の表題の色が一致している 
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（単位：億円） （単位：億円） 

他会計繰入金等の状況 

7,700  
8,140  8,150  8,141  7,971  8,067  8,260  

0  

5,000  

10,000  

20 21 22 23 24 25 26 

他会計繰入金（地方独立行政法人を含む） 

39,889  39,099  38,229  37,456  36,972  36,913  36,919  

0  

10,000  

20,000  

30,000  

40,000  

50,000  

20 21 22 23 24 25 26 

企業債現在高 

（年度） （年度） 

年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

病院数 999 983  975  961  943  931  917  908  897 892 881 

 増減率 △0.1  △1.6  △0.8  △1.4  △1.9  △1.3  △1.5  △1.0  △1.2 △0.6 △1.2 

病床数 238,655 235,510  233,874  230,823  228,280  224,615  221,866  219,474  217,392 216,374 213,556 

 増減率 0.1  △1.3  △0.7  △1.3  △1.1  △1.6  △1.2  △1.1  △0.9 △0.5 △1.3 

※出典：地方公営企業決算状況調査 
    地方独立行政法人（病院事業）に関する決算状況調査 
※病院数は、建設中のものを除いている。 

公立病院数と病床数の推移（地方独立行政法人を含む） 

病床数 病院数 

999  983  975  961  943  931  917  908  897  892  881  

238,655  
235,510  

233,874  
230,823  

228,280  
224,615  

221,866  
219,474  

217,392  216,374  
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1,000  

1,050  

1,100  

1,150  

1,200  
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（平成26年度） 

（平成18年度） 

うち薬品
費対医業
収益

計
うち
一般

うち
療養

民間病院 100.1% 100.3% 51.0% 24.4% 13.5% 4.6% 6.9% 80.5% - -

公的病院（自治体以外） 98.9% 99.0% 49.9% 30.4% 19.8% 6.0% 6.0% 79.8% - -

公立病院（一般病院全体） 95.1% 89.4% 56.2% 27.4% 14.4% 7.9% 8.8% 77.5% 78.9% 77.9%

病床利用率
経常収支
比率

医業収支
比率

職員給与
費対医業
収益

材料費対
医業収益

減価償却
費対医業
収益

委託料対
医業収益

（注1）  平成26年度の公立病院(一般病院全体)は、地方公営企業として運営する病院及び地方独立行政法人が運営する病院 
（注2）  平成18年度の公立病院(一般病院全体)は、地方公営企業として運営する病院のみであり、地方独立行政法人が運営する病院を除いている。 
（注3）  医業収益に対する「減価償却費」及び「委託料」は、指定管理者制度を導入している病院を除いて算出 

うち薬品
費対医業

収益
計

うち
一般

うち
療養

民間病院 99.9% 99.4% 54.2% 22.7% 11.2% 5.3% 7.1% 79.1% - -

公的病院（自治体以外） 96.8% 97.1% 51.9% 28.6% 18.4% 6.4% 6.6% 74.3% - -

公立病院（一般病院全体） 99.3% 92.2% 52.8% 23.5% 11.8% 8.5% 10.0% 73.4% 74.7% 76.5%

医業収支
比率

職員給与
費対医業

収益

材料費対
医業収益

減価償却
費対医業

収益

委託料対
医業収益

病床利用率
経常収支

比率

主な経営指標に係る全国平均値の状況 

（注１） （  ）内は事業数である。 
（注２） 総事業数及び総病院数には、建設中のものを含んでいない。 
 

公立病院損益収支の状況（地方独立行政法人を含む） 
   　　　　　　　　　 （単位：億円、％）

40,890 41,980 43,561 44,214 44,822 45,247 47,627
5,848 6,041 6,068 6,115 6,026 5,986 6,267

40,585 41,633 43,321 43,874 44,552 44,882 46,483
35,425 36,384 38,169 38,772 39,565 40,004 40,622
42,691 42,968 43,400 44,177 44,590 45,592 52,497
42,413 42,653 43,082 43,626 44,216 44,979 46,821
40,056 40,337 40,801 41,421 42,009 42,829 44,250

A △1,801 △989 161 37 232 △336 △4,870 
(199) 277 (274) 450 (381) 851 (388) 860 (380) 884 (332) 685 (188) 535
(471) 2,079 (394) 1,438 (290) 689 (290) 823 (295) 652 (346) 1,021 (493) 5,405

△1,829 △1,020 238 248 336 △99 △338 
(188) 158 (265) 342 (374) 894 (385) 881 (368) 947 (327) 735 (311) 760
(482) 1,987 (403) 1,362 (297) 655 (293) 633 (307) 611 (351) 835 (370) 1,098
(563) 21,377 (549) 21,586 (529) 20,733 (516) 20,364 (500) 19,620 (505) 19,788 (486) 18,056
(97) 651 (87) 573 (66) 339 (40) 172 (34) 125 (27) 109 (68) 283

2,853 2,823 2,873 2,889 2,924 3,036 3,589
1,052 1,834 3,034 2,926 3,156 2,700 △ 1,281

670 668 671 678 675 678 681
943 931 917 908 897 892 881

70.3 59.0 43.2 42.8 43.7 51.0 72.4

71.9 60.3 44.3 43.2 45.5 51.8 54.3

69.1 57.6 45.0 45.6 48.4 53.3 76.3

70.3 58.9 46.1 46.6 49.6 53.6 55.2

95.8 97.7 100.4 100.1 100.5 99.2 90.7

95.7 97.6 100.6 100.6 100.8 99.8 99.3

14.3 14.4 13.9 13.8 13.4 13.2 13.2

26 (B)－(A) 

(Ａ) (B) （A)

う ち 医 業 収 益 1.5
総 費 用 15.1

20 21 22 23 24 25

経 常 費 用 4.1

総 収 益 5.3
（ う ち 他 会 計 繰 入 金 ） 4.7
経 常 収 益 3.6

純　　　損　　　失 429.4
経 常 損 益 △ 241.4

経　　常　　利　　益 3.4

う ち 医 業 費 用 3.3
純 損 益 △ 1,349.4

純　　　利　　　益 △ 21.9

減 価 償 却 額 B 18.2
償 却 前 収 支 A+B △ 147.4
総 事 業 数 0.4

経　　常　　損　　失 31.5
累 積 欠 損 金 △ 8.8
不 良 債 務 159.6

－

総 収 支 比 率 －

経 常 収 支 比 率 －
総 収 益 に 占 め る 他 会 計 繰 入 金

の 割 合

総 病 院 数 △ 1.2

総事業数・病
院 数 に 対 す
る 割 合

純 損 失 を 生 じ た

事 業 数 －
経 常 損 失 を 生 じ た

事 業 数 －
純 損 失 を 生 じ た

病 院 数 －
経 常 損 失 を 生 じ た

病 院 数

項 目
年 度
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経常損益 

300床以上病院 
（H26：250病院） 

100床以上300床未満病院 
（H26：282病院） 

100床未満病院 
（H26：240病院） 

経常利益 

経常損失 経常損失 経常損失 

経常収支比率 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

96.1  97.8  101.0  101.2  101.5  100.4 99.7 

他会計繰入金比率 

経常利益 経常利益 

※独法・建設中の病院を除く 

（単位：％） 

（単位：％） 

（単位：％） （単位：％） 

（単位：％） （単位：％） 
H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

12.2 12.3 11.6 11.3 11.1 10.9 11.4 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

14.3  14.7 14.6 15.2 16.5 15.9 15.5 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

20.7  22.0 22.7 23.0 24.3 24.5 25.0 

※経常収益に対する他会計繰入金の比率 

規模別の公立病院の経営状況（一般病院） 

（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円） 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

93.6 95.3 97.6 97.7 97.1 96.5 96.9 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

96.1 98.4 98.8 98.9 98.1 97.9 98.1 

（注） 公立病院は、地方公営企業として運営する病院であり、地方独立行政法人が運営する病院を除く。なお医業収益に対する「減価償却費」及び「委託料」は、指定管理者 
   制度を導入している病院を除いて算出している。 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

病床利用率 
（％） 

73.8 73.6 74.8 74.4 73.9 73.4 72.8 

 （うち一般病床） 
（％） 

75.3 75.0 76.2 76.0 75.3 74.6 74.1 

平均在院日数(一般病床) 
（日） 

20.5 19.9 19.5 19.2 19.5 18.8 18.7 

入院患者数／日 
（人） 

165,358 159,497 154,206 150,003 146,083 143,231 136,917 

外来患者数／日 
（人） 

396,132 384,092 366,883 357,791 349,003 344,578 329,291 

入院診療収入／人・日 
（円） 

37,085 38,306 40,307 41,141 42,573 43,499 43,996 

外来診療収入／人・日 
（円） 

9,942 10,394 10,606 10,886 11,055 11,412 11,739 

医業収益に対する割合 
（％） 

  

  

 医療材料費 24.8 24.3 23.0 23.1 22.7 23.1 22.8 

 薬品費 13.0 12.6 12.2 12.2 12.0 12.1 11.9 

 職員給与費 55.7 55.0 53.5 53.5 53.5 53.2 54.4 

 減価償却費 8.0 7.6 7.3 7.1 7.0 7.2 8.6 

 委託料 9.4 9.7 9.6 9.7 9.7 10.0 10.3 

100床当たり常勤職員数 
（人） 

  

  

 医師 12.9 11.2 11.5 11.9 12.3 12.6 12.9 

 看護部門職員 67.6 61.6 63.6 65.6 67.2 68.4 70.7 

 全職員 109.7 98.2 101.0 103.9 106.5 108.7 112.6 

公立病院の主な経営指標の推移 
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42,413  

42,653  

43,082  

43,626  

44,216  

44,979  

46,821 

40,585  

41,633  

43,320  

43,873  

44,552  
44,882  

46,483  

39,000  

40,000  

41,000  

42,000  

43,000  

44,000  

45,000  

46,000  

47,000  

48,000  

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

○ 収益費用状況の推移 

      （地方独立行政法人を含む） 

経常 

費用 

経常 

収益 

億円 

経営の効率化について 

※出典：地方公営企業決算状況調査 
      地方独立行政法人（病院事業）に関する決算状況調査 
※指定管理者制度導入病院を除く 

公立病院の病床規模別常勤医師数（100床当たり）の推移 
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病床利用率（一般・療養）が３年連続70％未満の病院 

平成19年度該当病院数 
168病院 

廃止、診療所化等 
 

36病院 

病床数の削減 
 

61病院 

その他 
（病床削減等なし） 

71病院 

引き続き該当 

平成19年度非該当であって 
平成25年度に該当している 

病院数 
136病院 

引き続き該当 

31病院 

52病院 

計  219病院 

（参考）２１９病院の規模別内訳 
区   分 病院数 

 500床以上 4 

 400床以上500床未満 6 

 300床以上400床未満 31 

 200床以上300床未満 31 

 100床以上200床未満 59 

 100床未満 88 

合   計 219 

平成26年３月末調査（公立病院897病院） 

  取組みの内容 実施割合 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  取組みの内容 実施割合 

①  医師、看護師の確保 59.3% ⑪  施設・設備整備費等の抑制 24.1% 

②  患者サービスの向上 47.0% ⑫  過剰病床の削減等病床規模の見直し 15.3% 

③  未収金の管理強化 45.4% ⑬  経営形態の見直し 14.9% 

④  医療機能に見合った診療報酬の確保 45.0% ⑭  給与体系の見直し 13.2% 

⑤  紹介率、逆紹介率の向上 40.1% ⑮  PFI方式、民間委託の活用 13.1% 

⑥  職員の経営意識向上のための研修等の実施 39.2% ⑯  診療科の見直し 13.0% 

⑦  人材確保のための勤務環境の整備 36.4% ⑰  経営感覚に富む人材の登用 9.2% 

⑧  薬剤、医療材料等の一括購入 30.3% ⑱  その他未利用財産の活用 6.1% 

⑨  長期契約の導入 29.9% ⑲  老人保健施設や診療所への転換 3.8% 

⑩  競争入札の導入 29.7% ⑳  民間病院と比較可能な財務情報の開示 2.9% 

  
  
  

㉑  その他 7.9% 

経営の効率化の取組みの実施状況 

― 9―



平成25年度決算主な指標の病院数（100床以上300床未満） 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

経常収支比率 

医業収支比率 

職員給与費対医業収益比率 

病床利用率 

病院数（全313病院） 

平成25年度決算主な指標の病院数（100床未満） 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

経常収支比率 

医業収支比率 

職員給与費対医業収益比率 

病床利用率 

病院数（全246病院） 
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平成25年度決算主な指標の病院数の分析 

経常収支比率は病床規模に関わらず、概ね100％前後に集中 
医業収支比率は、病床規模が大きいほど高い傾向 
病床利用率は全体的にばらつきがある 
職員給与費対医業収支比率は、病床規模が大きいほど低い傾向 

上記３グラフの病床規模別中央値（％） 

50  60  70  80  90  100  

経常収支比率 

300床以上 

100床未満 

100床以上300床未満 

50 60 70 80 90 100 

医業収支比率 

100床以上300床未満 

100床未満 

300床以上 

50 60 70 80 90 100 

職員給与費対医業収益比率 

300床以上 

100床以上300床未満 

100床未満 

50 60 70 80 90 100 

病床利用率 

300床以上 

100床以上300床未満 

100床未満 

平成25年度決算主な指標の病院数（300床以上） 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

120 

140 

160 

経常収支比率 

医業収支比率 

職員給与費対医業収益比率 

病床利用率 

病院数（全292病院） 
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-30.0 

-20.0 

-10.0 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

50.0 

-20.0 -10.0 0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 

前公立病院改革プラン前後における医業収支比率改善要因（100床以上300床未満） 

平成20年度決算から平成25年度決算において医業収支比率が５％以上改善した病院 
（地方独立行政法人及び指定管理者制度導入病院を除く） 

収益 
（％） 

費用 
（％） 

前公立病院改革プラン前後における医業収支比率改善要因（100床未満） 

-30.0 

-20.0 

-10.0 

0.0 

10.0 

20.0 

30.0 

40.0 

-20.0 -10.0 0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 

平成20年度決算から平成25年度決算において医業収支比率が５％以上改善した病院 
（地方独立行政法人及び指定管理者制度導入病院を除く） 

収益 
（％） 

費用 
（％） 
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前公立病院改革プラン前後における医業収支比率改善要因 

医業収支比率の改善が高かった病院の改善要因 

44.7 

70.7 

88.4 

75.1 

44.7 

20.0 

8.9 

18.7 

10.5 9.3 
2.7 6.2 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

100床未満 100床以上300床未満 300床以上 全体 

収入減・費用減 
収入増・費用減 
収入増・費用増 

平成20年度決算から平成25年度決算において医業収支比率が５％以上改善した病院 
（地方独立行政法人及び指定管理者制度導入病院を除く） 
※小数点未満を四捨五入しているため、必ずしも合計が100％にならない 

全体として、収入の増を以て医業収支比率を向上させている例が多く、特に
規模の大きい病院では収入増を中心に医業収支比率の向上を果たしている
傾向が強い 

-100.0 

-50.0 

0.0 

50.0 

100.0 

150.0 

-100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 

前公立病院改革プラン前後における医業収支比率改善要因（300床以上） 

平成20年度決算から平成25年度決算において医業収支比率が５％以上改善した病院 
（地方独立行政法人及び指定管理者制度導入病院を除く） 

収益 
（％） 

費用 
（％） 
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12.8 

25.9 

40.7 

27.2 

45.8 

40.2 

43.7 

42.9 

33.9 

26.2 

13.7 

24.3 

7.5 7.6 
1.9 

5.6 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

100床未満 100床以上300床未満 300床以上 全体 

成果はなかった 

あまり成果はなかった 

多少成果があった 

成果があった 

前公立病院改革プランにおける自己評価結果 

②医業収支比率 

※小数点未満を四捨五入しているため、必ずしも合計が100％にならない 

23.5 

34.3 

50.5 

36.6 

49.6 

38.7 

37.9 

41.6 

24.4 
20.6 

9.7 

18.1 

2.5 
6.3 

1.8 3.7 

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

100床未満 100床以上300床未満 300床以上 全体 

成果はなかった 

あまり成果はなかった 

多少成果があった 

成果があった 

前公立病院改革プランにおける自己評価結果 

①経常収支比率 

※小数点未満を四捨五入しているため、必ずしも合計が100％にならない 
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これまでに経営形態の見直しを行った公立病院の経営状況 

19.4 

33.4 

51.9 

35.3 

57.8 

45.0  

41.2 

47.6 

19.8 18.2 

6.2 

14.8 

3.0  3.3  0.8  2.4  

0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

100床未満 100床以上300床未満 300床以上 全体 

成果はなかった 

あまり成果はなかった 

多少成果があった 

成果があった 

前公立病院改革プランにおける自己評価結果 

③前公立病院改革プランに対する自病院の取組評価 

※小数点未満を四捨五入しているため、必ずしも合計が100％にならない 
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◎ 地方独立行政法人化病院の推移 
 
 
 
 
 
◎ 地方独立行政法人化病院の病床規模別病院数 
 
 
 
 
 
 
 
   ※病床数は平成26年度の許可病床数 

 
◎ H21～26年度に地方独立行政法人化した病院の経営状況（H20→H26） 
 
 
 
 
 
 
 
   ※平成26年度時点での地方独立行政法人の病院のうち、国立病院や民間病院から地方独法化したものを除く。 

地方独立行政法人化病院の状況 

修正医業収支 
比率の変化 

～△10% △10%～△5% △5%～0%   0%～5% 5%～10% 10%～15% 15%～20% 20%以上 

病院数 
（全61病院） 

5 3 8   9 20 11 4 1 

  100床未満 
100床以上200床 

未満 
200床以上300床 

未満 
300床以上400床 

未満 
400床以上500床 

未満 
500床以上 

病院数 
（全80病院） 

5 14 17 16 13 15 

  ～H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ 

病院数 
（全80病院） 

8 3 10 22 13 8 3 13 

◎ 指定管理者制度導入病院数の推移 
 
 
 
 
 
◎ 指定管理者制度導入病院の病床規模別病院数 
 
 
 
 
 
   ※病床数は平成26年度の許可病床数 
 

◎  H21～26年度に指定管理者制度を導入した病院の経営状況（H20→H26） 
 

 
 
 
 
         ※平成21年度から26年度までの間に指定管理者を導入した22病院のうち、新設等により平成20年のデータがない６病院は除く。 

指定管理者制度を導入している公立病院の状況 

医業収支比率 
の変化 

△10%～△5% △5%～0%   0%～5% 5%～10% 10%～15% 15%～20% 20%以上 

病院数 
（全16病院） 

1 4   1 3 1 1 5 

  100床未満 
100床以上200床 

未満 
200床以上300床 

未満 
300床以上400床 

未満 
400床以上500床 

未満 
500床以上 

病院数 
（全74病院） 

19 24 14 10 4 3 

  ～H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５ H２６ 

病院数 
（全74病院） 

45 7 3 7 4 6 1 1 
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第２章 公立病院の経営改革事例 
 
 
 
 
 
 

 本章は、前ガイドラインに基づき、経営の改革に取り組んだ事例をま

とめたものである。 

 病床規模や経営主体について多様な事例を選定しているので、各病院に

おいて参考になる取組を研究いただきたい。 

 

【選定基準】 

 前ガイドラインに掲げた「経営の効率化」、「再編・ネットワーク化」、

「経営形態の見直し」の３つの視点に沿った各公立病院の取組のう

ち、顕著な成果を上げている事例について、有識者の助言も踏まえ、

以下の基準で選定 

 経営の効率化の観点から、改革の対象期間（平成 20 年度～平成

25 年度）中に、医療の質を確保しつつ経営指標が安定的に向上

（経常収支比率及び修正医業収支比率が概ね 10％以上向上かつ

病床利用率が 70％以上を達成）した病院 

 再編・ネットワーク化又は経営形態の見直し（地方公営企業法の

全部適用、地方独立行政法人化、指定管理者制度導入等）を行っ

たことにより、経営改善と医療提供体制の確保の両立に成果を挙

げた病院 

 

 新公立病院改革プランの策定・実施の参考となるよう、具体的な取

組事例及び病院の自己評価を掲載するとともに、有識者による評価

分析を実施 

第
２
章
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凡例 

 

 所在地に使用している白地図は、国土地理院の地理院地図を加工して掲載 

国土地理院ウェブサイト（http://maps.gsi.go.jp/#5/35.362222/138.731389） 

 

 病院の概要は、各病院からご報告いただいた数値（平成27年３月31日現在）を

基に掲載（職員数は、原則として平成 26 年度地方公営企業決算状況調査よ

り引用） 

 

 二次医療圏の概要は、地域医療情報システム（日本医師会、http://jmap.jp/）

がとりまとめた数値を基に掲載（医療施設には、事例集掲載病院はもとより、

公営・民営の別なく当該地域の全ての病院を含み、診療所数は一般診療所の

総計を掲載） 

 

 グラフ等で用いている類似規模病院は、病床規模 50 床未満、50 床以上 100

床未満、100 床以上 200 床未満、200 床以上 300 床未満、300 床以上 400 床

未満、400 床以上 500 床未満、500 床以上の７区分で分類 

 

 グラフ等に用いている「Ｈ25」の表記は、特に断りのない限り「平成 25 年

度決算数値」を表す 

 

 その他掲載事項は、平成 28 年１月に関係病院の御協力を得て作成 

― 18―



 
 
 

― 19―



― 20―



                                                  

 

― 21―



― 22―



― 23―



 

― 24―



  

 
27.4.28 

 
H26.2

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  
 AED  

  
  
  

 

 
 

 
 

9 B  
2 B  
9 B  
2 B  

 

 
 

 

― 25―



 

― 26―



― 27―



― 28―



                                                  

― 29―



― 30―



― 31―



― 32―



― 33―



― 34―



― 35―



― 36―



― 37―



― 38―



― 39―



― 40―



― 41―



― 42―



― 43―



― 44―



― 45―



― 46―



― 47―



― 48―



― 49―



― 50―



― 51―



― 52―



― 53―



― 54―



 

― 55―



― 56―



― 57―



58 白



― 59―



― 60―



― 61―



― 62―



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

― 63―



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

― 64―



― 65―



 

― 66―



― 67―



― 68―



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

― 69―



 

― 70―



 

― 71―



 

― 72―



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

― 73―



 

― 74―



 

 

― 75―



― 76―



― 77―



78 白



― 79―



― 80―



― 81―



― 82―



― 83―



― 84―



― 85―



 

― 86―



― 87―



― 88―



― 89―



― 90―



― 91―



― 92―



― 93―



― 94―



― 95―



― 96―



― 97―



― 98―



― 99―



 

― 100―



 

― 101―



 

― 102―



― 103―



― 104―



― 105―



 

― 106―



― 107―



― 108―



― 109―



― 110―



― 111―



― 112―



― 113―



114 白



― 115―



― 116―



― 117―



― 118―



１ 設立の経緯

○ 北播磨圏域における地域医療の課題

・医師不足による診療科の休診 既存の枠組みでの地域医療の
確保が 難・中核となる病院の不在 確保が困難に

○ 両市民病院の統合による中核病院構想

・神戸大学による中核病院構想の提案

・公立病院改革、再編化の流れ

医療資源の集中化による医療
供給体制の見直し

○ 大学と行政の連携による病院建設（地域医療を守る全国初の試み）

神戸大学医学部

（協力・支援）

統合病院
北播磨総合医療センター

三木市民病院
小野市民病院

（それぞれの強みを活かして統合）

１

（協力 支援） （それぞれの強みを活かして統合）

１ 設立の経緯

○ 北播磨圏域における地域医療の課題

・医師不足による診療科の休診 既存の枠組みでの地域医療の
確保が 難・中核となる病院の不在 確保が困難に

○ 両市民病院の統合による中核病院構想

・神戸大学による中核病院構想の提案

・公立病院改革、再編化の流れ

医療資源の集中化による医療
供給体制の見直し

○ 大学と行政の連携による病院建設（地域医療を守る全国初の試み）

神戸大学医学部

（協力・支援）

統合病院
北播磨総合医療センター

三木市民病院
小野市民病院

（それぞれの強みを活かして統合）

１

（協力 支援） （それぞれの強みを活かして統合）
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富山県地域医療連携ネットワークシステム　イメージ図

システムの概要
及び主な機能

富山市医師会の診療工房を基盤として、これまでの地域医療機関だけでなく、公的病
院を含めたネットワークシステム。
当院が救急当番の際、他病院が保有する患者情報を活用できるようになる。

【主な機能】
・カルテ等診療情報データの“受送信”
・診断返書の作成・返信

(※)「富山県地域医療連携ネットワークシステム」

仕様のデータに変換するシステム。

富山市民病院

電子カルテ

システム

各部門

院内システム【富山市民病院】

富山県地域医療連携
ネットワークシステムサーバ 【富山市医師会】

【地域医療機関】

Ａ医院

Ｂ医院

Ｃ医院

ＶＰＮルータ

インターネットワーク網

【公的病院 Ａ】 【公的病院 Ｂ】

検査システム 検診システム

VPN（Virtual Private Network）とは、インターネットを利用して事業者の拠点間を専用線のように相互接続し、
セキュリティを高めた通信を可能にする技術。

ＶＰＮルータＶＰＮルータ
ＶＰＮルータ

ＶＰＮルータ
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経営幹部会 

（毎月第 2・4 月曜日） 

理事会 

（毎月第 3金曜日） 

（法人の意思決定機関） 

（病院方針の伝達、各科による協議） 

水曜会 

（毎月第３水曜日） 

看護局協議会 

（毎月第 2･4 水曜日） 

事務局管理職会議 

（毎週月曜日） 

薬剤・技術局運営会議 

（毎月水曜会後） 

（病院の意思決定機関） 

（院長、本部長、４局長

による意見交換の場）

各種委員会 

（理事会案件の院内討議・執行）

（特定ミッションのために設置） 

【病院業務執行のための会議】 

診療局部長会 

（毎月水曜会後） 

月曜会 

（毎月第 1・3 月曜日） 

４局会議 

【病院経営のための会議】 

会議体系図 
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医療提供体制の改革と連携した公立病院の経営効率化・再編等の推進

 「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請 「新公立病院改革ガイドライン」（平成27年3月）に基づき新公立病院改革プランの策定を要請。

 医療提供体制の改革と連携して公立病院の更なる経営効率化、再編・ネットワーク化等を推進。

公立病院改革ガイドライン（H19年12月）に基づくこれまでの取組の成果

53.6% 46.4 %25年度

≪経営の効率化≫ ≪再編・ネットワーク化≫

・統合・再編等に取り組んでいる病院数
１６２病院

≪経営形態の見直し≫

・地方独立行政法人化(非公務員型) ６９病院

・指定管理者制度導入(いわゆる公設民営) ２１病院

【赤字】 【黒字】
（予定含む数）

改 果

70.3% 29.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20年度
・再編等の結果、公立病院数は減少

H20 : ９４３ ⇒ H25 : ８９２ （△ ５１病院）

・指定管理者制度導入(いわゆる公設民営) ２１病院

・民間譲渡・診療所化 ５０病院

１ 医療提供体制の改革（病床機能の分化・連携）

医療介護総合確保推進法（H27年4月施行）

に基づく取組（厚生労働省）
１ 新公立病院改革プランの策定を要請

（１) 策定時期：地域医療構想の策定状況を踏まえつつH27年度又はH28年度中

新公立改革ガイドライン（H27年3月）に基づく更なる改革の推進

○ 都道府県が、2025年の機能別の医療需要・必要

病床数※と目指すべき医療提供体制等を内容とする

地域医療構想を策定(H27年度～)

※ イメ ジ 〔構想区域単位で策定〕

（２）プランの内容：以下の4つの視点に立った取組を明記

・経常収支比率等の数値目標を設定

経営の効率化

・病床機能、地域包括ケア構築等を明確化

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

医療需要 必要病床数

高度急性期 ○○○　人/日 ○○○　病床

急性期 □□□　人/日 □□□　病床

2025年（推計）

※ イメージ 〔構想区域単位で策定〕

２ 都道府県の役割・責任を強化

○再編 ネットワ ク化への積極的な参画 新設 建替へのチ ック機能の強化等

・地方独立行政法人化等を推進

経営形態の見直し

連携
・経営主体の統合、病院機能の再編を推進

再編・ネットワーク化

２ 実現するための方策

○ 都道府県による「地域医療構想調整会議」の開催

回復期 △△△　人/日 △△△　病床

慢性期 ▲▲▲　人/日 ▲▲▲　病床

○再編・ネットワーク化への積極的な参画、新設・建替へのチェック機能の強化等

３ 地方財政措置の見直し
（１）再編・ネットワーク化への財政措置の重点化（H27年度～）

通常の整備 ・・・・・ 25%地方交付税措置
再編・ネットワーク化に伴う整備 ・・・・・ 40%地方交付税措置 ○ 都道府県 よる 地域医療構想調整会議」の開催

○ 知事の医療法上の権限強化（要請・指示・命令等）

○ 医療介護総合確保基金を都道府県に設置

再編 ネットワ ク化に伴う整備 40%地方交付税措置

（２）特別交付税措置の重点化（H28年度～）
○措置率（8割）の導入、都道府県の役割・責任の強化、財政力に応じた算定
○公的病院等への措置も公立病院に準じて継続

新公立病院改革ガイドラインの概要新公立病院改革ガイドラインの概要
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新公立病院改革ガイドラインの内容①ポイント１

公立病院改革の基本的な考え方

○ 究極の目的は、公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制の確保
を図り、その中で公立病院が安定した経営の下でへき地医療・不採算医療や高度・先進医療
等を提供する重要な役割を継続的に担っていくことができるようにすること。

○ 今後の公立病院改革は、医療法に基づく地域医療構想の検討及びこれに基づく取組と整
合的に行われる必要がある。

新公立病院改革ガイドライン（平成27年3月31日付け総務省自治財政局長通知）

公立病院改革の目指すもの公立病院改革の目指すもの

○ 公・民の適切な役割分担の下、地域において必要な医療提供体制を確保

○ その中で、公立病院が安定的に不採算医療や高度・先進医療などの重要な役割を担っていくことができるようにする

① 地方公共団体に対する新公立病院改革プラン策定の要請

ⅰ） 策 定 時 期 平成27年度又は平成28年度（地域医療構想の策定状況を踏まえつつ できる限り早期に策定）

主な項目

ⅰ） 策 定 時 期 平成27年度又は平成28年度（地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、できる限り早期に策定）

ⅱ） プランの期間 策定年度～平成32年度を標準

ⅲ） プランの内容 以下の４項目を内容とする

※ プラン策定後、医療介護総合確保推進法に基づく協議の場の合意事項と齟齬が生じた場合は、速やかにプランを修正

ⅲ） プランの内容 以下の４項目を内容とする

・ 将来の機能別の医療需要・必要病床数が示される地域

地域医療構想を踏まえた役割の明確化

・ 公立病院が担う役割を確保しつつ 黒字化を目指して

新 経営の効率化

将来の機能別の医療需要 必要病床数が示される地域
医療構想と整合性のとれた形での当該公立病院の具体的
な将来像を明確化

・ 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割を
明確化 等

公立病院が担う役割を確保しつつ、黒字化を目指して、
経常収支比率等の数値目標を設定し、経営を効率化

・ 医師等の人材確保・育成、経営人材の登用等に留意しつつ、
経費削減・収入増加等の具体的な取組を明記 等

明確化 等

・ 病院間で機能の重複・競合が見られる病院、病床利用率

再編・ネットワーク化

・ 民間的経営手法導入等の観点から、地方独立行政法人化、

経営形態の見直し

が低水準の病院等、再編・ネットワーク化を引き続き推進
（公的・民間病院との再編等を含む） 等

② 都道府県の役割の強化

指定管理者制度導入、地方公営企業法の全部適用、民間譲渡等
経営形態の見直しを引き続き推進 等

② 都道府県の役割の強化
・ 都道府県は、医療介護総合確保推進法に基づき、地域医療提供体制の確保について、これまで以上の責任を
有することから、地域医療構想の実現に向けた取組とも連携しつつ、再編・ネットワーク化等に積極的に参画

・ 管内の公立病院施設の新設・建替等に当たっての都道府県のチェック機能を強化

― 272―



新公立病院改革ガイドラインの内容②－２ポイント３

(1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化

○ 地域医療構想の実現に向けた取組と並行して行われるものであることから、必然的に、公立病院の役割を従来にも増して精査

○ 立病院 中 も 他 病院が複数立地する人 密集地 所在する場合や 人 が少な 中山間地 所在する場合など 立地条件

① 地域医療構想を踏まえた当該病院の果たす役割

○ 公立病院の中でも、他の病院が複数立地する人口密集地に所在する場合や、人口が少ない中山間地に所在する場合など、立地条件
や医療機能の違いがあることを踏まえて役割を明確化

① 地域医療構想を踏まえた当該病院の果たす役割
構想区域における病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量等が示される地域医療構想と整合性のとれた形で、当該公立病院 の

将来の病床機能のあり方を示すなどの具体的な将来像 （平成37年（2025年））を明確化

② 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割

・ 中小規模の公立病院にあっては、例えば在宅医療に関する当該公立病院の役割を示す、 住民の健康づくりの強化に当たっての具体
的な機能を示すなど、地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割を明確化

・ 大規模病院等にあっては、緊急時における後方病床の確保や人材育成など病院の特性に応じて果たすべき役割を明確化

③ 一般会計負担の考え方
当該公立病院の役割に対応して一般会計が負担すべき経費の範囲についての考え方及び一般会計等負担金の算定基準（繰出基準）

④ 医療機能等指標に係る数値目標の設定

当該公立病院の役割に対応して一般会計が負担すべき経費の範囲についての考え方及び一般会計等負担金の算定基準（繰出基準）
を記載

⑤ 住民の理解

果たすべき役割に沿った医療機能を十分に発揮しているかを検証する観点から、適切な医療機能等指標について、数値目標を設定

当該病院が担う 療機能を見直す場合 は れを住民が かりと理解 納得 もらうため 取組を実施当該病院が担う医療機能を見直す場合には、これを住民がしっかりと理解し納得してもらうための取組を実施

新公立病院改革ガイドラインの内容②－１ポイント２

地方公共団体における新公立病院改革プランの策定

○ 新改革プランの策定時期は、都道府県が策定する地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、できる限り
早期に策定することとし、平成27年度又は平成28年度中に策定早期 策定する 、平成 年度又 平成 年度中 策定
※ 仮にプラン策定後、推進法に基づく協議の場の合意事項と齟齬が生じた場合は、速やかにプランを修正
※ 地域医療構想における当該公立病院の病床機能等の方向性が明らかである場合、地域医療構想に先行して新改革プランを策定

することも可能

○ 新改革プラン対象期間は、策定年度あるいはその次年度から平成32年度までの期間を対象として策定
することを標準

○ 新改革プランの内容は、「経営効率化」、「再編・ネットワーク化」、「経営形態の見直し」に、「地域医療構
想を踏まえた役割の明確化」を加えた４つの視点に沿って記載

○ 前ガイドラインによる公立病院改革プランに基づき、再編・ネットワーク化や経営形態の見直しに取り組
んでいる場合であっても、現在の取組状況や成果を検証するとともに、地域医療構想の達成の推進を図る
観点も踏まえつつ、更なる見直しの必要性について検討すべきであることから、新改革プランを策定

○ 既に、自主的に前ガイドラインによる公立病院改革プランの改定を行っている場合又は地方独立行政法
人が地方独立行政法人法に基づき中期計画を策定している場合には、本ガイドラインにおいて要請してい
る事項のうち不足している部分を追加又は別途策定
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新公立病院改革ガイドラインの内容②－４

(3) 再編・ネットワーク化

① 取組病院の更なる拡大

・ これまでの取組事例も参考にしつつ、地域の医療提供体制の確保を図るとの観点から、再編・ネットワーク化の取組を推進

・ 少なくとも以下の公立病院については、再編・ネットワーク化の必要性について十分な検討を行うべき

①

1) 施設の新設・建替等を行う予定の公立病院
2) 病床利用率が特に低水準である公立病院（過去３年間連続して70％未満）
3) 地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討することが必要である公立病院

・ 地域医療構想は、公立病院だけでなく公的病院、民間病院を含め、地域の医療提供体制の目指すべき姿を示すものである。したがっ
て 地域医療構想を踏まえて当該公立病院の役割を検討した結果 公的病院 民間病院等との再編が必要になるケ スも改革の対象

② 留意事項

て、地域医療構想を踏まえて当該公立病院の役割を検討した結果、公的病院、民間病院等との再編が必要になるケースも改革の対象

ｃｆ） 公立病院や国立病院、公的病院、民間病院が併存し、相互の機能の重複、競合がある場合には、地域医療構想や地域医療構想調整会
議等も活用しつつ、他の医療機関との統合・再編や事業譲渡等にも踏み込んだ改革案についても検討の対象とすべき

・ 病院機能の適切な再編成に取り組むとともに、ＩＣＴを活用した医療等の情報連携を行うなど、効果的な医療提供の連携体制の構築に
配慮することが適当

新公立病院改革ガイドラインの内容②－３

(2) 経営の効率化

① 経営指標に係る数値目標の設定
・ 経常収支比率及び医業収支比率については、必ず数値目標を設定

自らの経営上の課題を十分に分析し 課題解決の手段としてふさわしい数値目標を自主的に設定・ 自らの経営上の課題を十分に分析し、課題解決の手段としてふさわしい数値目標を自主的に設定

② 経常収支比率に係る目標設定の考え方
・ 公立病院が担っている不採算医療等を提供する役割を確保しつつ、対象期間中に経常黒字（すなわち経常収支比率が100％以上）化
する数値目標を設定する数値目標を設定
1)   一つの経営主体が複数の病院を持ち、基幹病院とサテライト病院のように機能を補完しながら一体的に運営している場合

2)   新会計基準により過去分の退職給付引当金を複数年で経常費用に計上している場合

 複数の病院を合わせて経常黒字化の数値目標をつくることができる。

 注記した上で過去分の退職給付引当金を除いて経常黒字化の数値目標をつくることができる

③ 目標達成に向けた具体的な取組の明記

数値目標の達成に向けて、具体的にどのような取組をどの時期に行うこととするかを明記

 注記した上で過去分の退職給付引当金を除いて経常黒字化の数値目標をつくることができる。

・ 医師等の人材の確保・育成

④ 留意事項

 地域医療支援センターや地域医療介護総合確保基金等を通じた取組
 中小規模の病院も積極的に研修医・医学生等の研修受入れ

・ 人材登用・人材開発

 中小規模の病院も積極的に研修医 医学生等の研修受入れ
 大規模病院においては、中小病院等への医師派遣や人材育成に関する連携・支援

 経営感覚に富む人材を幹部職員に登用（外部からの登用も含む。）
 外部人材の活用 専門的なスキルをもった職員の計画的な育成等事務職員の人材開発

・ 民間病院との比較
・ 施設・設備整備費の抑制

 外部人材の活用、専門的なスキルをもった職員の計画的な育成等事務職員の人材開発

 建築単価の抑制
 近年の建設費上昇の動向を踏まえた整備時期の検討

・ 病床利用率が特に低水準である病院（過去３年間連続して70％未満）における取組

 近年の建設費上昇の動向を踏まえた整備時期の検討
 民間病院・公的病院の状況も踏まえた整備面積の精査

 病床数の削減、診療所化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しなど、再度抜本的な見直しを検討
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新公立病院改革ガイドラインの内容③ポイント４

都道府県の役割・責任の強化

○ 都道府県は、医療法に基づき、地域医療構想の策定及びこれを実現するための措置（地域医
療構想調整会議の設置、協議が調わない場合の要請・指示・命令等、基金による財政支援等）を
講じることとなるものであり 地域の医療提供体制の確保についてこれまで以上の責任を有する講じることとなるものであり、地域の医療提供体制の確保についてこれまで以上の責任を有する。

都道府県の市町村担当部局と医療担当部局とが連携して取組

（地域医療構想の策定等を通じた取組）

○ 都道府県は、病院事業設置団体の新改革プランの策定について適切に助言

○ 市町村等が再編・ネットワーク化に係る計画を策定する際、都道府県においても、積極的に参画

（管内公立病院の施設の新設・建替等を行う場合の検討）

○ 管内市町村の病院施設の新設・建替等に当たっては、当該公立病院の機能・役割分担、統合・再編
のあり方、適切な規模、医師確保の方策、収支見通し等について十分に検討

づ○ 地域医療構想との整合性に係る都道府県の意見に基づき、適当であるものに係る病院事業債につ
いて地方交付税措置
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新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置①

新 立病院改革プ 策定経費

１ 公立病院改革に対する措置

（１）新公立病院改革プラン策定経費

新公立病院改革ガイドラインを踏まえ策定する新公立病院改革プランの策定及びその後の実施状

〔 容 〕

新公立病院改革ガイドラインを踏まえ策定する新公立病院改革プランの策定及びその後の実施状
況の点検・評価及び公表に要する経費について、地方交付税措置。

策定経費 ２００万円（H２７年度）

〔措置内容（見込み）〕

○ 都道府県（普通交付税措置）

策定経費 ２００万円（H２７年度）

点検・評価等経費 ５０万円（H２８年度～H３３年度）

○ 市町村（特別交付税措置）

点検・評価等経費 ５０万円 又は 実際に要した額のいずれか小さい額（H28～H33年度）

策定経費 ２００万円 又は 実際に要した額のいずれか小さい額（H27、 H28年度）

財政措置ポイント５

１ 公立病院改革に対する措置

（１）新改革プラン策定経費への地方交付税措置
（２）再編ネットワーク化に伴う施設・設備の整備への普通交付税措置（特別分の創設）
（３）再編・ネットワーク化や経営形態の見直し等に伴う精算等に際しての措置

①新たな経営主体の設立等に際しての一般会計出資債
②施設の除却経費への特別交付税措置
③病院施設の他用途への転用に際しての普通交付税措置の継続③ 普 税 続
④指定管理者導入に際しての退職手当債

（４）許可病床削減時の普通交付税算定の特例

２ 公立病院に関する既存の地方財政措置の見直し

（１）施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の見直し
（２）病床数に応じた地方交付税の見直し（許可病床数→ 稼動病床数）
（３）建築単価の引上げ（３）建築単価の引上げ
（４）不採算地区病院の第２種要件の見直し
（５）公立病院に対する特別交付税措置の重点化
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病院事業債（特別分）の対象となる再編・ネットワーク化及び対象経費について

・ 病院事業債（特別分）の対象となる再編・ネットワーク化の要件

いずれかに該当するもの
（「経営主体の統合」を伴うことが条件 伴わない場合（ 複数の経営主体が① 複数病院の統合 （「経営主体の統合」を伴うことが条件。伴わない場合（＝複数の経営主体が
維持されたまま）は、機能分担等の見直し等の４つ全ての要件を満たさなけれ
ばならない）

① 複数病院の統合
② 相互の医療機能の再編を行うもの

【「①複数病院の統合」の整理】 【「経営主体の統合」の整理】【「①複数病院の統合」の整理】
原則として、統合により、関係する複数病院が１病院以上減となること。

【「経営主体の統合」の整理】
公立病院の場合の経営主体とは、病院

の開設者である地方公共団体である。

例えば、一団体が設置する複数病院を、
地独法化あるいは指定管理としても 経

【「②相互の医療機能の再編」の整理】

機能分担による病床規模又は診療科目の見直しを伴うことが最低限必要。病床規模を見直して

・ 特別分は上記の①又は②に伴って必要となる以下の施設・設備の整備を対象

地独法化あるいは指定管理としても、経
営主体の統合とは言えない。

機 分 床規模 療科 見直 う 最 限 要。 床規模 見直
いることが原則。

1) 病院・診療所間のネットワーク形成のために必要となる患
者搬送車、遠隔医療機器等の整備に要する経費

3) 機能分担により基幹病院において新たに整備される高度
医療等に要する経費

2) 経営主体の統一に伴い必要となる情報システムの統合等
整備に要する経費

4) 機能分担により基幹病院以外の医療施設において必要と
なる既存施設の改修等に要する経費

5)  統合に伴う新病院の整備に要する経費

「② 相互の医療機能の再編を伴うもの」に該当する場合の対象経費

「① 複数病院の統合」に該当し、新病院を整備する場合に

※上記の②に該当しなければ、１）～４）の経費に該当する場合があっても対象とならないことに注意

は原則として整備費全体が対象（既存病院の増改築である
場合には、統合に関連する増改築が対象）

新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置②

（２）再編 ネ トワ ク化に伴う施設 設備の整備（２）再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備

新公立病院改革プランに基づき行われる公立病院等の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整
備について、病院事業債（特別分）を措置し、その元利償還金の４０％を普通交付税措置備 、病院事業債（特別分）を措置 、そ 元利償還 を普通交付税措置

【平成26年度まで】 【平成27年度以降】

30％地方交付税措置
通常の整備 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25％地方交付税措置

〔特別分の対象〕
① 対象となる再編・ネットワーク化とは 複数病院の統合又は相互の医療機能の再編を行うものとするが 経営主体の統合（同一の指定管理者を指定することに

30％地方交付税措置

再編・ネットワーク化に伴う整備・・・ 40％地方交付税措置

① 対象となる再編・ネットワーク化とは、複数病院の統合又は相互の医療機能の再編を行うものとするが、経営主体の統合（同一の指定管理者を指定することに
より経営統合を行う場合を含む。）を伴わない場合には、関係病院等間において以下に掲げるすべての取組が行われることを要件

・機能分担による病床規模又は診療科目の見直し ・共同購入等による医薬品、診療材料等の効率的調達
・医師の相互派遣による協力体制の構築 ・医療情報の共有等による医療提供の連携体制の構築

② ①の再編・ネットワーク化に伴って必要となる以下の施設・設備の整備を対象
1) 病院・診療所間のネットワーク形成のために必要となる患者搬送車、遠隔医療機器等の整備に要する経費
2) 経営主体の統一に伴い必要となる情報システムの統合等整備に要する経費
3) 再編・ネットワーク化に伴う機能分担により基幹病院において新たに整備される高度医療又は救急医療の用に供する医療施設及び医師の研修又は派遣の拠

点機能を有する施設並びにこれらの施設に設置される医療機器等の整備に要する経費
4) 再編・ネットワーク化に伴う機能分担により基幹病院以外の医療施設において必要となる既存施設の改修及びこれに伴い設置される医療機器等の整備に要4) 再編 ネットワ ク化に伴う機能分担により基幹病院以外の医療施設において必要となる既存施設の改修及びこれに伴い設置される医療機器等の整備に要

する経費
5) 統合に伴う新病院の整備に要する経費

③ 旧ガイドラインを踏まえ策定された公立病院改革プランに基づき実施される事業であって、①及び②に定める要件に合致するものについては、再編・ネットワー
ク化計画を総務省に提出することにより、当該財政措置の対象

なお 特別分が措置される場合は 従前の 般会計出資債は対象とならないことに留意なお、特別分が措置される場合は、従前の一般会計出資債は対象とならないことに留意

〔普通交付税の算入方法〕

平成26年度までの病院事業債に係る元利償還金の一部については、引き続き病床割に算入するが、平成27年度以降の病院事業債に係る元利償還金につ

いては 病床割の算入を廃止し上記措置率による事業割に一本化

〔期間等〕

平成２７年度～平成３２年度

いては、病床割の算入を廃止し上記措置率による事業割に 本化
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新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置④

（１）施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の見直し

２ 公立病院改革に関する既存の地方財政措置の見直し

（１）施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の見直し

公立病院施設の新設・建替等（医療機器整備を含む）に係る病院事業債に関しては、地域の医療提

供体制に大きな役割・責任を持つ都道府県が 同意等に際して収支見通し等について十分検討を行う供体制に大きな役割 責任を持つ都道府県が、同意等に際して収支見通し等について十分検討を行う
とともに、当該公立病院に係る機能・役割分担等の地域医療構想との整合性についても十分に検討を
行い、適当と認められるものに地方交付税措置

〔対象事業〕
原則として、平成２７年度以降に実施設計に着手する病院の新設、建替、増改築事業

〔手続き等〕
（１） 当該事業の基本設計に着手する段階で、その見込み等を作成し、総務省に（市町村分については、都道府県を通じて）提出。

（２） 都道府県は 当該公立病院の新設・建替等について意見を付し その際 都道府県は 新設・建替等に係る病院事業債の同意（２） 都道府県は、当該公立病院の新設 建替等について意見を付し、その際、都道府県は、新設 建替等に係る病院事業債の同意
等を適切に行う観点から収支見通し等について十分検討を行うとともに、当該公立病院に係る機能・役割分担等の地域医療構想
との整合性について十分に検討を行った上で意見を付す。

（３） (1)及び(2)により提出した地方公共団体は 当該事業が終了するまでの間 各年度の進捗状況等を総務省に報告（３） (1)及び(2)により提出した地方公共団体は、当該事業が終了するまでの間、各年度の進捗状況等を総務省に報告

（４） 総務省は、地域医療構想との整合性に係る都道府県の意見に基づき適当であるものに係る病院事業債（同意等を得たもの）の
元利償還金について地方交付税措置を講じる。なお、上記都道府県の意見に基づき適当と認められないものに係る病院事業債に
ついては 原則として 当該病院事業債の同意等の前に その旨を通知ついては、原則として、当該病院事業債の同意等の前に、その旨を通知。

新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置③

編 経営 態 直 等 伴う精算等（３）再編ネットワーク化や経営形態の見直し等に伴う精算等

再編・ネットワーク化に伴う新たな経営主体の設立等に際し、承継する不良債務の額を限度
とする一般会計出資債を措置（旧ガイドラインと同様の措置）

※   再編・ネットワーク化等に伴い、公立病院廃止等を行う場合の財政措置のあり方について、今後の各地方公共団体
の取組内容等を踏まえ検討

新公立病院改革プランに基づき行われる公立病院等の再編・ネットワーク化に伴い不要となる
既存施設の除却等経費について、その１／２を特別交付税措置（旧ガイドラインと同様の措置）

の取組内容等を踏まえ検討

病院施設の他用途への転用に際しては、経過年数が１０年以上の施設等の財産処分である
場合 従来の元利償還金に対する普通交付税措置を継続（新規）場合、従来の元利償還金に対する普通交付税措置を継続（新規）

指定管理者制度の導入等に際し必要となる退職手当の支給に要する経費について 必要に応じ指定管理者制度の導入等に際し必要となる退職手当の支給に要する経費について、必要に応じ
て退職手当債を措置（旧ガイドラインと同様の措置）

（４）許可病床数削減時の普通交付税算定の特例

普通交付税の算定基礎を許可病床数から稼働病床数に変更することに伴い、削減許可病床数
有 も 算 成 直 病 減を有するものとして算定する既存の措置を平成28年度から見直し、許可病床の削減数に応じた５年

間の加算措置を講じる方式に変更。
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新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置⑥

（３）病院施設の整備費に係る措置

病院事業債に係る普通交付税措置（事業割）の対象となる建築単価を以下のとおり見直し病院事業債に係る普通交付税措置（事業割）の対象となる建築単価を以下のとおり見直し

〔適用時期〕
平成２６年度の病院事業債に係る措置から

〔現行〕

３０万円／㎡以内

〔改定後〕

３６万円／㎡以内
※ 継続事業についても平成２６年度分の病院事業債から適用※ 継続事業についても平成２６年度分の病院事業債から適用

（４）不採算地区病院の第２種要件の見直し

不採算地区病院の第２種の要件を以下のとおり見直し

〔現行〕

直近の国勢調査における「人口集中地区」以

〔改定後〕

直近の国勢調査に基づく当該公立病院の半径５直近の国勢調査における「人口集中地区」以
外の区域に所在

直近の国勢調査に基づく当該公立病院の半径５
キロメートル以内の人口が３万人未満のもの※

※ 直近の国勢調査に基づく当該公立病院の半径５キロメートル以内の人口が３万人以上10万人未満のものについて、当該単価を人口10万人で０とな
るよう逓減して措置

※ 見直しによる影響額については 経過措置を講じる（影響額のうち １年目0 9 ２年目0 6 ３年目0 3を復元し 4年目に置き換え）※ 見直しによる影響額については、経過措置を講じる（影響額のうち、１年目0.9、２年目0.6、３年目0.3を復元し、 4年目に置き換え） 。

（５）公立病院に対する特別交付税措置の重点化

不採算地区病院、結核、精神、周産期、小児、感染症及びリハビリテーション専門病院並びに救命
救急センター及び小児救急医療提供病院に対する特別交付税措置について、病床数等に単価を乗じ
て算定する方式から実際の繰出額に措置率（８割）を乗じたものと比較する方式等に見直し（平成28て算定する方式から実際の繰出額に措置率（８割）を乗じたものと比較する方式等に見直し（平成28
年度～）

新公立病院改革ガイドラインに基づく財政措置⑤

（２）病床数に応じた地方交付税算定の見直し

公立病院の病床数に応じた地方交付税措置について、算定の基礎となる病床数を許可病床数から公立病院の病床数に応じた地方交付税措置について、算定の基礎となる病床数を許可病床数から
稼働病床数に変更する。

〔見直しの対象〕

普通交付税の病床割、特別交付税の不採算地区病院及びリハビリテーション専門病院の算定に係る一般及び療養病床。

〔見直しの対象〕

〔算定に用いる稼働病床数〕
医療法の病床機能報告制度において、都道府県に報告した稼働病床数（許可病床数から休床の届出をしている病床数の他、過去

１年間に一度も入院患者を収容しなかった病床数を除いた病床数）とする。

〔算定に用いる稼働病床数〕

〔緩和措置〕
許可病床から稼働病床への移行に伴う措置額の減少又は稼働病床数の減少に伴う措置額の減少については、変動を緩和する措

置を講じる（減少分のうち、１年目0.9、２年目0.6、 ３年目0.3を復元し、4年目に置き換え）。

〔緩和措置〕
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新公立病院改革ガイドライン 

 

第１ 更なる公立病院改革の必要性 

 １ 公立病院改革の現状 

公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のため

重要な役割を果たしているが、多くの公立病院において、経営状況の悪化や医師不

足等のために、医療提供体制の維持が極めて厳しい状況になっていたことから、平成

19 年 12 月 24 日付けで「公立病院改革ガイドライン」（以下「前ガイドライン」という。）を

策定し、病院事業を設置する地方公共団体に対し、公立病院改革プランの策定を要

請したところであり、これを踏まえ、それぞれの地方公共団体において病院事業の経

営改革に取り組んでいるところである。 

公立病院改革プランに基づくこれまでの取組みの結果については、総務省におい

て毎年度実施状況を調査し公表してきたが、再編・ネットワーク化や経営形態の見直

しに取り組む病院が大幅に増加するとともに、経常損益が黒字である病院の割合が、

公立病院改革プラン策定前の約３割から約５割にまで改善するなど一定の成果を上

げているところである（資料１）。 

しかしながら、依然として、医師不足等の厳しい環境が続いており、持続可能な経

営を確保しきれていない病院も多い。また、人口減少や少子高齢化が急速に進展す

る中で、医療需要が大きく変化することが見込まれており、地域ごとに適切な医療提

供体制の再構築に取り組んでいくことがますます必要になっている。このため、引き続

き、経営効率化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しとの視点に立った改革を継

続し、地域における良質な医療を確保していく必要がある。 
 

２ 医療制度改革の推進 
国においては、「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関す

る法律」（平成 25 年法律第 112 号）に基づく措置として、都道府県による地域の将来の

医療提供体制に関する構想（以下「地域医療構想」という。）の策定、医療従事者の確

保・勤務環境の改善、消費税増収分を活用した基金（以下「地域医療介護総合確保基

金」という。）の設置等を内容とする「地域における医療及び介護の総合的な確保を推

進するための関係法律の整備等に関する法律」（平成 26 年法律第 83 号。以下「医療

介護総合確保推進法」という。）が、平成 26 年６月 25 日に公布され、順次施行されて

いるところである。 

今後の公立病院の改革のあり方は、こうした医療制度改革と密接な関連があり、連

携を十分にとって進めていく必要がある。 
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３ 公立病院改革の基本的な考え方 

今後の公立病院改革の目指すところは、前ガイドラインと大きく変わるものではな

い。すなわち、公立病院改革の究極の目的は、公・民の適切な役割分担の下、地域に

おいて必要な医療提供体制の確保を図り、その中で公立病院が安定した経営の下で

へき地医療・不採算医療や高度・先進医療等を提供する重要な役割を継続的に担っ

ていくことができるようにすることにある。 

このため、医師をはじめとする必要な医療スタッフを適切に配置できるよう必要な医

療機能を備えた体制を整備するとともに、経営の効率化を図り、持続可能な病院経営

を目指すものとする。 

国においても、医師不足の課題について、医師確保支援等を行う地域医療支援セ

ンターの機能を法律上位置付けるとともに、地域医療介護総合確保基金を都道府県

に設置し、医療従事者の勤務環境改善に取り組む等、引き続き各般の措置を総合的

に講じていく。 

一方、医療法（昭和 23 年法律第 205 号）に基づき、今後、都道府県が、地域医療構

想を策定することとなる。これは、公立病院・民間病院を含めた各地域の医療提供体

制の将来の目指すべき姿を示すものであり、これを実現するための各種措置が法律

に定められている。 

公立病院改革と地域医療構想は、地域において必要な医療提供体制の確保を図

るとの目的は共通しており、その検討も重なり合うこととなる。 

したがって、今後の公立病院改革は、医療法に基づく地域医療構想の検討及びこ

れに基づく取組と整合的に行われる必要がある。 

 

第２ 地方公共団体における新公立病院改革プランの策定 

病院事業を設置する地方公共団体は、下記により新公立病院改革プラン（以下「新改

革プラン」という。）を策定し、病院機能の見直しや病院事業経営の改革に総合的に取り

組むものとする。 

公立病院を巡る状況は、その立地条件や医療機能などにより様々であり、改革に係

るプランの内容は一律のものとはなり得ないことから、各々の地域と公立病院が置かれ

た実情を踏まえつつ、本ガイドラインを参考に新改革プランを策定し、これを着実に実施

することが期待される。 

また、関係地方公共団体において、前ガイドラインによる公立病院改革プランに基づ

き、再編・ネットワーク化や経営形態の見直しに取り組んでいる場合であっても、現在の

取組状況や成果を検証するとともに、地域医療構想の達成の推進を図る観点も踏まえ

つつ、更なる見直しの必要性について検討すべきであることから、新改革プランを策定

するものとする。 

既に、自主的に前ガイドラインによる公立病院改革プランの改定を行っている場合又

は地方独立行政法人が地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）に基づき中期

計画を策定している場合には、本ガイドラインにおいて要請している事項のうち不足して

いる部分を追加又は別途策定することで足りるものである。 
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なお、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26 年８月 29 日付け総

務省自治財政局公営企業課長、公営企業経営室長、準公営企業室長通知）に基づく経

営戦略の策定の要請については、病院事業にあっては新改革プランの策定をもって経

営戦略の策定と取り扱うものとする。 

 

１ 新改革プランの策定時期 

新改革プランは、都道府県が策定する地域医療構想の策定状況を踏まえつつ、で

きる限り早期に策定することとし、平成 27 年度又は平成 28 年度中に策定するものと

する。 

なお、新改革プランは、地域医療構想と整合的であることが求められているもので

あるが、仮に、新改革プラン策定後に、地域医療構想の達成を推進するために行う関

係者との協議の場（以下「地域医療構想調整会議」という。）の合意事項と齟齬が生じ

た場合には、速やかに新改革プランを修正すべきである。 

また、早期に改革を進める観点から、地域医療構想における当該公立病院の病床

機能等の方向性が明らかである場合、地域医療構想に先行して新改革プランを策定

することも可能であるが、この場合にも、地域医療構想や地域医療構想調整会議の

合意事項と齟齬が生じた場合には、速やかに新改革プランを修正すべきである。 

 

２ 新改革プランの対象期間 

新改革プランは、策定年度あるいはその次年度から平成 32 年度までの期間を対象

として策定することを標準とする。 

 

３ 新改革プランの内容 

都道府県が策定する地域医療構想は、各地域の医療提供体制の将来の目指すべ

き姿を明らかにするものであることから、各公立病院の果たすべき役割は、この地域

医療構想を踏まえたものでなければならない。 

したがって、今般の公立病院改革は、これまでの「経営効率化」、「再編・ネットワー

ク化」、「経営形態の見直し」に、「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」を加えた４

つの視点に立って改革を進めることが必要であり、関係地方公共団体が策定する新

改革プランには、この視点に沿って、おおむね次の各事項を記載するものとする。 

 

   (1) 地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

公立病院に期待される主な機能を具体的に例示すれば、①山間へき地・離島な

ど民間医療機関の立地が困難な過疎地等における一般医療の提供、②救急・小

児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療の提供、③県立がん

センター、県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・先

進医療の提供、④研修の実施等を含む広域的な医師派遣の拠点としての機能など

が挙げられる。 

前ガイドラインにおいても、改革を通じて、自らの公立病院の果たすべき役割を見
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直し、改めて明確化するべきことが強調されていたが、今般の公立病院改革は、民

間病院を対象に含めた地域医療構想の実現に向けた取組と並行して行われるもの

であることから、必然的に、公立病院の役割を従来にも増して精査することとなる。 

また、公立病院の中でも、他の病院が複数立地する人口密集地に所在し、機能

分担が課題となっている場合もあれば、人口が少ない中山間地に所在し、当該公立

病院が唯一又は中心的な機能を有しており、救急医療の維持や医師確保が課題と

なっている場合もある。さらに、基幹病院へのアクセス等により、二次医療圏や県域

を越えて患者の流出入が生じている場合もあるなど、公立病院の置かれている状

況は様々である。 

したがって、立地条件や求められる医療機能の違いを踏まえつつ、以下の点を明

確にすべきである。 

 

    ① 地域医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割 

都道府県が策定する地域医療構想においては、構想区域（医療法に基づき都

道府県が二次医療圏を原則として設定）における病床の機能区分ごとの将来の

病床数の必要量等が示され、これに基づき、地域の医療提供体制の目指すべき

姿が明らかにされる。 

当該公立病院は、都道府県が策定する地域医療構想を踏まえて、地域の医療

提供体制において果たすべき役割を明確にすることが必要である。 

また、その際には、当面の診療科目等の医療提供内容だけでなく、構想区域に

おける病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量等が示される地域医療構

想と整合性のとれた形で、当該公立病院の将来の病床機能のあり方を示すなど

の具体的な将来像が示されていなければならない。 

なお、地域医療構想における推計年は平成 37 年（2025 年）であることから、当

該公立病院の具体的な将来像とは平成 37 年（2025 年）における将来像をいうも

のであり、それに至る途中段階としての新改革プランに基づく取組はこの将来像

の実現に資するものとする必要がある。 

 

② 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

医療介護総合確保推進法においては、地域包括ケアシステムの構築を目的の

一つに掲げており、地域医療構想の中でも将来の在宅医療の必要量を示すこと

としているなど、医療と介護が総合的に確保されることを求めている。 

特に、中小規模の公立病院にあっては、介護保険事業との整合性を確保しつ

つ、例えば、在宅医療に関する当該公立病院の役割を示す、住民の健康づくりの

強化に当たっての具体的な機能を示すなど、地域包括ケアシステムの構築に向

けて果たすべき役割を明らかにすべきである。 

加えて、大規模病院等にあっては、緊急時における後方病床の確保や人材育

成など病院の特性に応じて果たすべき役割についても積極的に明らかにすること

が望ましい。 
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③ 一般会計負担の考え方 

公立病院は、地方公営企業として運営される以上、独立採算を原則とすべきも

のである。一方、地方公営企業法上、一定の経費については、一般会計等にお

いて負担するものとされている。したがって、新改革プランの前提として、当該公

立病院が地域医療の確保のため果たすべき役割を明らかにした上で、これに対

応して一般会計が負担すべき経費の範囲についての考え方及び一般会計等負

担金の算定基準（繰出基準）を記載する。 
 

    ④ 医療機能等指標に係る数値目標の設定 
当該公立病院が、その果たすべき役割に沿った医療機能を十分に発揮してい

るかを検証する観点から、以下の例示を踏まえ適切な医療機能等指標につい

て、数値目標を設定する。 

1) 医療機能・医療品質に係るもの 

救急患者数、手術件数、臨床研修医の受入件数、医師派遣等件数、紹介

率・逆紹介率、訪問診療・看護件数、在宅復帰率、リハビリ件数、分娩件数、

クリニカルパス件数 など 

2) その他 

患者満足度、健康・医療相談件数 など 

 

⑤ 住民の理解 

当該病院が担う医療機能を見直す場合には、これを住民がしっかりと理解し納

得しなければならない。多くの地域においては、各々の病院があらゆる機能を持

とうとしても、医療スタッフを確保できないばかりか、適切な勤務環境を確保でき

ず、結果的に地域全体として適切な医療を提供できないことを理解し合う必要が

あり、そのための取組が求められる。 
 

(2) 経営の効率化 
① 経営指標に係る数値目標の設定 

経営の効率化は、地域の医療提供体制を確保し、良質な医療を継続的に提供

していくためには、避けて通れないものであり、医薬品費、医療材料費等の経費

節減や医療の質の向上等による収入確保に積極的に取り組むことが重要であ

る。 

このため、経営指標について、資料２及び資料３に掲げる全国の公立病院、民

間病院等の状況も参考にしつつ、原則として、個々の病院単位を基本として新改

革プラン対象期間末時点における数値目標を定める。この場合、経常収支比率

及び医業収支比率については、必ず数値目標を設定するとともに、自らの経営上

の課題を十分に分析し、以下の例示も踏まえ、課題解決の手段としてふさわしい

数値目標を定めることとする。 
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なお、指定管理者制度導入団体にあっては、指定管理者への財政支出の水準

や、指定管理者から関係地方公共団体に提出された運営計画等をもって、数値

目標や具体的取組に代えることも可能である。 

1) 収支改善に係るもの 

経常収支比率、医業収支比率、修正医業収支比率、不良債務比率、資金不

足比率、累積欠損金比率 など 

2) 経費削減に係るもの 

材料費・薬品費・委託費・職員給与費・減価償却費などの対医業収益比率、

医薬材料費の一括購入による○％削減、100 床当たり職員数、後発医薬品

の使用割合 など 

3) 収入確保に係るもの 

１日当たり入院・外来患者数、入院・外来患者１人１日当たり診療収入、医師

（看護師）１人当たり入院・外来診療収入、病床利用率、平均在院日数、ＤＰＣ

機能評価係数など診療報酬に関する指標 など 

4) 経営の安定性に係るもの 

医師数、純資産の額、現金保有残高、企業債残高 など 

 

② 経常収支比率に係る目標設定の考え方 

公立病院が、地域の医療提供体制の中で、適切に役割を果たし良質な医療を

提供していくためには、一般会計から所定の繰出が行われれば「経常黒字」とな

る水準を早期に達成し、これを維持することにより、持続可能な経営を実現する

必要がある。 

このため新改革プランにおいては、公立病院が担っている不採算医療等を提

供する役割を確保しつつ、対象期間中に経常黒字（すなわち経常収支比率が

100％以上）化する数値目標を定めるべきであり、仮にそれが著しく困難な場合に

は、経常黒字化を目指す時期及びその道筋を明らかにするものとする。なお、そ

の際以下の点に留意する。 

1) 一つの経営主体が複数の病院を持ち、その複数の病院が基幹病院とサテラ

イト病院のように機能を補完しながら一体的に運営していると認められる場合

には、複数の病院を合わせて経常黒字化の数値目標をつくることができること

とする。 

2) 平成 26 年度から適用された新会計基準により過去分の退職給付引当金を

複数年で経常費用に計上することにより経営に与える影響が一時的に著しく大

きくなる場合は、経過的な取扱いとして、注記した上で過去分の退職給付引当

金を除いて経常黒字化の数値目標をつくることができることとする。 

 

③ 目標達成に向けた具体的な取組 

数値目標の達成に向けて、民間的経営手法の導入、事業規模・事業形態の見

直し、経費削減・抑制対策、収入増加・確保対策などについて、具体的にどのよう
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な取組をどの時期に行うこととするかを明記する。参考までに、前ガイドラインに

基づく取組例は資料４のとおりである。 
また、経営の効率化に当たっては、特に以下の点に留意すべきである。 

1) 医師等の人材の確保・育成 

地域医療支援センターや地域医療介護総合確保基金等を通じた取組とも連

携しつつ、職員採用の柔軟化、勤務環境の整備、研修機能の充実など、医師

等の医療スタッフを確保するための取組を強化すべきである。 

また、地域に関心を持つ医師を増やす観点から中小規模の病院も積極的に

研修医・医学生等の研修受入れに取り組むことが重要である。大規模病院にお

いては、中小病院等への医師派遣や人材育成に関する連携・支援を行うことが

重要である。 

2） 経営感覚に富む人材の登用及び事務職員の人材開発の強化 

病院事業の経営改革に強い意識を持ち、経営感覚に富む人材を幹部職員に

登用（外部からの登用も含む。）すべきである。 

また、医療経営の専門性の高まり、医療を巡る環境の急激な変化等を踏ま

えると、事務職員の人材開発が急務である。このため、外部人材の活用、プロ

パー専門職員の採用、人事管理の中で専門的なスキルをもった職員を計画的

に育成する仕組みの構築等の対策を講じることが重要である。 

3） 民間病院との比較 

平成 26 年度から公立病院の会計について新会計基準に移行していることか

ら、民間病院との比較が容易になる。 

民間病院の経営状況に係る統計も参考にしながら、できる限り類似の機能を

果たしている民間病院との経営比較を行い、当該公立病院の果たす役割を踏

まえつつ、民間病院並みの効率化を目指して取り組むべきである。 

4) 施設・設備整備費の抑制等 

公立病院については減価償却費が大きい傾向があることが指摘されている

ことから、前ガイドラインに基づき建築単価の抑制を図ってきたところであり、一

定の成果が見られる。 

新設・建替等に当たっては、公立病院として果たすべき役割を踏まえ必要な

機能を確保しつつ、引き続き建築単価の抑制を図るとともに、近年の建設費上

昇の動向を踏まえた整備時期の検討、民間病院・公的病院の状況も踏まえた

整備面積の精査等により整備費の抑制に取り組むべきである。 

また、病院施設・設備の整備に際しては、整備費のみならず供用開始後の維

持管理費の抑制を図ることも重要であり、こうした観点から民間事業者のノウハ

ウの活用を図る手法の一つとしてＰＦＩ方式がある。しかしながら、同方式は契

約期間が極めて長期に及ぶことが一般的であり、同方式の採用を検討する場

合には、契約期間中の事業環境の変化に対応したリスクの発生に備え、あらか

じめ公・民間で適切なリスク負担のルールを定める等、相当程度慎重な準備と

調整を重ねることが求められる。 
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5) 病床利用率が特に低水準である病院における取組 

前ガイドラインにおいては、一般病床及び療養病床の病床利用率がおおむ

ね過去３年間連続して 70％未満の病院については、抜本的な見直しを行うこと

が適当であるとしていたが、病床数の削減、診療所化等に取り組んだ病院も多

いものの、依然として３年間連続して 70％未満の病院が相当数ある。 

これらの病院にあっては、新改革プランにおいて、地域の医療提供体制を確

保しつつ、病床数の削減、診療所化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直し

など、再度抜本的な見直しを検討すべきである。 

 

④ 新改革プラン対象期間中の各年度の収支計画等 

上記取組の実施を前提として、新改革プラン対象期間中の各年度の収支計画

及び各年度における目標数値の見通し等を掲げるものとする。 

なお、収支計画は、診療報酬の改定等の経営環境の変化により影響を受ける

ため、新改革プラン策定後においても、こうした状況変化を踏まえ必要な見直しを

行うことが適当である。 

 

(3) 再編・ネットワーク化 

    ① 再編・ネットワーク化に係る計画の明記 

新改革プランにおいては、都道府県と十分連携しつつ、二次医療圏又は構想

区域等の単位で予定される公立病院等の再編・ネットワーク化の概要と当該公立

病院が講じるべき具体的な措置について、その実施予定時期を含めて、記載す

る。その際、都道府県の策定する地域医療構想との整合を図るものとする。 

なお、前ガイドラインによる公立病院改革プランに基づき、既に再編・ネットワー

ク化に取り組んでいる場合には、現在の取組状況や成果を検証するとともに、地

域医療構想の達成の推進を図る観点等から、更なる見直しの必要性について検

討する。 

 

② 取組病院の更なる拡大 

前ガイドラインに基づき、現時点で実施中又は実現した再編・ネットワーク化の

事例は資料５のとおりである。今後、これまでの取組事例も参考にしつつ、地域の

医療提供体制の確保を図るとの観点から、再編・ネットワーク化の取組を進めて

いく必要がある。 

また、少なくとも以下の公立病院については、今般の新改革プランの策定のタ

イミングを捉え、再編・ネットワーク化の必要性について十分な検討を行うべきで

ある。 

1) 施設の新設・建替等を行う予定の公立病院 

2) 病床利用率が特に低水準である公立病院（過去３年間連続して 70％未満） 

3) 地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討することが必要である公

立病院 
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③ 再編・ネットワーク化に係る留意事項 

以上のほか、再編・ネットワーク化に係る計画の策定に当たって特に留意すべ

き点は以下のとおりである。 
1) 二次医療圏等の単位での経営主体の統合の推進 

二次医療圏や構想区域内の公立病院間の連携を強化し、ネットワーク化の

実を上げるためには、これらの公立病院の経営主体を統合し、統一的な経営判

断の下、医療資源の適正配分を図ることが望ましい。したがって、再編・ネット

ワーク化に係る計画には、例えば①関係地方公共団体が共同して新たな経営

主体として地方独立行政法人（非公務員型）を設立し、当該法人の下に関係病

院・診療所等を経営統合する、②関係地方公共団体が共同して関係病院・診

療所の指定管理者として同一の医療法人や公的病院を運営する法人等を指定

し、当該法人の下に一体的経営を図る等の方策を盛り込むことが期待される。 

なお、一部事務組合方式による場合には、構成団体間の意見集約と事業体

としての意思決定を迅速・的確に行うための体制を整備する必要がある。 

2) 医師派遣等に係る拠点機能を有する病院整備 

再編・ネットワーク化に係る計画策定に際しては、医師確保対策に資する観

点から、基幹病院にその他の病院・診療所に対する医師派遣等の拠点機能が

整備されるよう、特に留意すべきである。この場合、地域医療に貢献する大学

等との連携が図られることが望ましい。また、必要な場合、１）に掲げる二次医

療圏等の単位での経営統合に留まらず、医師派遣体制の整備の観点に立っ

て、さらに、広域での経営主体の統合も検討の対象とすることも考えられる。 

3) 病院機能の再編成（公的病院、民間病院等との再編を含む） 

地域医療構想は、公立病院だけでなく、公的病院、民間病院を含め、地域の

医療提供体制の目指すべき姿を示すものである。したがって、地域医療構想を

踏まえて当該公立病院の役割を検討した結果、公的病院、民間病院等との再

編が必要になるケースも生じてくると考えられる。 

例えば、同一地域に複数の公立病院や国立病院、公的病院等、さらには民

間病院が併存し、相互の機能の重複、競合がある場合には、地域医療構想や

地域医療構想調整会議等も活用しつつ、他の医療機関との統合・再編や事業

譲渡等にも踏み込んだ改革案についても検討の対象とすべきである。 

また、病院機能の適切な再編成に取り組むとともに、ＩＣＴを活用した医療等

の情報連携を行うなど、効果的な医療提供の連携体制の構築に配慮すること

が適当である。 

 

(4) 経営形態の見直し 
① 経営形態の見直しに係る計画の明記 

新改革プランにおいては、民間的経営手法の導入等の観点から行おうとする

経営形態の見直しについて、新経営形態への移行計画の概要（移行スケジュー
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ルを含む。）を記載する。 

なお、前ガイドラインによる公立病院改革プランに基づき、既に経営形態の見

直しに取り組んでいる場合には、現在の取組状況や成果を検証するとともに、更

なる見直しの必要性について検討する。 

 

② 経営形態の見直しに係る選択肢と留意事項 

経営形態の見直しに関し、考えられる選択肢並びにその利点及び課題などの

留意事項は次のとおりである。なお、前ガイドラインに基づき経営形態の見直しを

行った公立病院の経営状況は資料６のとおりである。 

1) 地方公営企業法の全部適用 

地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）の全部適用は、同法第２条第３

項の規定により、病院事業に対し、財務規定等のみならず、同法の規定の全部

を適用するものである。これにより、事業管理者に対し、人事・予算等に係る権

限が付与され、より自律的な経営が可能となることが期待されるものである。 

ただし、地方公営企業法の全部適用については、比較的取り組みやすい反

面、経営の自由度拡大の範囲は、地方独立行政法人化に比べて限定的であ

り、また、制度運用上、事業管理者の実質的な権限と責任の明確化を図らなけ

れば、民間的経営手法の導入が不徹底に終わる可能性がある。 

このため、同法の全部適用によって所期の効果が達成されない場合には、

地方独立行政法人化など、更なる経営形態の見直しに向け直ちに取り組むこと

が適当である。 

2) 地方独立行政法人化（非公務員型） 

非公務員型の地方独立行政法人化は、地方独立行政法人法の規定に基づ

き、地方独立行政法人を設立し、経営を譲渡するものである。地方公共団体と

別の法人格を有する経営主体に経営が委ねられることにより、地方公共団体

が直営で事業を実施する場合に比べ、例えば予算・財務・契約、職員定数・人

事などの面でより自律的・弾力的な経営が可能となり、権限と責任の明確化に

資することが期待される。ただし、この場合、設立団体からの職員派遣は段階

的に縮減を図る等、実質的な自律性の確保に配慮することが適当である。 

また、これまで実際に地方独立行政法人化した病院において、人事面・財務

面での自律性が向上し、経営上の効果を上げているケースが多いことにも留意

すべきである（資料６）。 

なお、現在一部事務組合方式により設置されている病院で、構成団体間の

意見集約と事業体としての意思決定の迅速・的確性の確保に課題を有している

場合にも、地方独立行政法人方式への移行について積極的に検討すべきであ

る。 
3) 指定管理者制度の導入 

指定管理者制度は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３

項の規定により、法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定す
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るものに、公の施設の管理を行わせる制度であり、民間の医療法人等（日本赤

十字社等の公的医療機関、大学病院、社会医療法人等を含む。）を指定管理

者として指定することで、民間的な経営手法の導入が期待されるものである。 

本制度の導入が所期の効果を上げるためには、①適切な指定管理者の選

定に特に配意すること、②提供されるべき医療の内容、委託料の水準等、指定

管理者に係わる諸条件について事前に十分に協議し相互に確認しておくこと、

③病院施設の適正な管理が確保されるよう、地方公共団体においても事業報

告書の徴取、実地の調査等を通じて、管理の実態を把握し、必要な指示を行う

こと等が求められる。 

4) 民間譲渡 

地域の医療事情から見て公立病院を民間の医療法人等に譲渡し、その経営

に委ねることが望ましい地域にあっては、これを検討の対象とすべきである。た

だし、公立病院が担っている医療は採算確保に困難性を伴うものを含むのが

一般的であり、こうした医療の提供が引き続き必要な場合には、民間譲渡に当

たり相当期間の医療提供の継続を求めるなど、地域医療の確保の面から譲渡

条件等について譲渡先との十分な協議が必要である。 

5) 事業形態の見直し 

地域医療構想においては、構想区域における医療需要や病床の機能区分ご

との将来の病床数の必要量が示されることになる。これに加え、介護・福祉サ

ービスの需要動向を十分検証することにより、必要な場合、診療所、老人保健

施設など病院事業からの転換を図ることも含め事業形態自体も幅広く見直しの

対象とすべきである。 

 
第３ 都道府県の役割・責任の強化 

１ 地域医療構想の策定等を通じた取組 
都道府県は、医療法に基づき、地域医療構想の策定及びこれを実現するための措

置（地域医療構想調整会議の設置、協議が調わない場合の要請・指示・命令等、基金

による財政支援等）を講じることとなるものであり、地域の医療提供体制の確保につい

てこれまで以上の責任を有することとなる。 

地域医療構想の策定と実現に向けた取組の中で、管内の公立病院の役割や再編・

ネットワーク化のあり方が決まってくるケースが多くなると考えられることから、都道府

県は、自らの公立病院に係る新改革プランとは別に、病院事業設置団体の新改革プ

ランの策定についても、市町村担当部局と医療担当部局とが連携し、適切に助言すべ

きである。 

特に、再編･ネットワーク化の取組については、複数の市町村が関係する再編や、

公的病院、民間病院等との再編も考えられることから、公立病院を設置する市町村等

が再編・ネットワーク化に係る計画を策定する際には、都道府県においても、積極的に

参画すべきである。 
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２ 管内公立病院の施設の新設・建替等を行う場合の検討 

これまでも、都道府県は管内市町村の病院施設の新設・建替等に当たっては、公

営企業債の協議等を通じて収支見通し等について助言を行ってきた。 

しかし、一旦、病院施設の建替等が行われれば、その後の医療需要等の経営環境

の変化や病院機能の見直しに柔軟に対応することが困難になるケースも想定される

ことから、これまで以上に収支状況の点検を行うことに加え、地域の医療提供体制の

あり方の観点からも、しっかりとした検討を行うことが求められている。 

そこで、上記１のとおり都道府県が地域の医療提供体制に大きな役割・責任を持つ

こととなったことを踏まえ、自らが設置する病院施設に加え、管内市町村の病院施設

の新設・建替等に当たっては、都道府県が医療計画（地域医療構想を含む）の達成の

推進及び病院経営等に関する助言の観点から、当該公立病院の機能・役割分担、統

合・再編のあり方、適切な規模、医師確保の方策、収支見通し等について十分に検討

すべきである。また、その際、都道府県は、市町村担当部局と医療担当部局とが一体

となって検討を行うべきである。 

 

第４ 新改革プランの実施状況の点検・評価・公表 
  １ 地方公共団体における点検・評価・公表 

関係地方公共団体は、当ガイドラインを踏まえ策定した新改革プランを住民に対し

て速やかに公表するとともに、その実施状況をおおむね年１回以上点検・評価を行う

こととし、評価の過程においては、例えば有識者や地域住民等の参加を得て設置した

委員会等に諮問するなどにより、評価の客観性を確保する必要がある。 

この場合、この委員会等においては単に財務内容の改善に係る数値目標の達成状

況のみならず、例えば、当該病院の医師、看護師等の参加を求めて、公立病院として

期待される医療機能の発揮の状況等についても併せて評価、検証することが望まし

い。 

 

  ２ 積極的な情報開示 

関係地方公共団体は、前項の点検・評価・公表に際し、立地条件や病床規模が類

似した他の公立病院や民間病院等における状況等を併せて明らかにするなど、当該

公立病院の現状について住民が理解・評価しやすいよう、積極的な情報開示に努め

るものとする。また、前項の有識者等による委員会等の審議状況などについても報道

機関に積極的に公開するなど、住民の関心をできる限り高める工夫を凝らすことが必

要である。 
 
  ３ 新改革プランの改定 

関係地方公共団体は、前項の点検・評価等の結果、新改革プランに掲げた数値目

標の達成が著しく困難である場合には、抜本的な見直しを含め新改革プランの改定を

行うことが適当である。 
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  ４ 総務省における取組 
総務省は関係地方公共団体の協力を得て、新改革プランの策定状況及び実施状

況をおおむね年１回以上全国調査し、その結果を公表する。 
 
第５ 財政措置等 

総務省は公立病院改革が円滑に進められるよう、改革の実施に伴い必要となる経費

について財政上の支援措置を講じるとともに、公立病院に関する既存の地方財政措置

について所要の見直しを行う観点から、次の措置を講じることとする。 
 

１ 公立病院改革に対する措置 
新改革プランに基づく取組を実施することに伴い必要となる次の経費（原則として平

成 27 年度から平成 32 年度までの間に生じるものを対象とする）について、財政上の

措置を講じることとする。 

 

   (1) 新改革プランの策定に要する経費 

平成 27 年度及び平成 28 年度における新改革プランの策定及びその後の実施状

況の点検・評価等に要する経費を地方交付税により措置する。 

 

   (2) 再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備等に要する経費 

公立病院の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備について、病院事業債

（特別分）を充当することとし、その元利償還金に対する普通交付税による措置を拡

充する。 

なお、前ガイドラインに基づく一般会計出資債の対象となる事業等の継続分につ

いては従前の例によるが、要件に該当する場合には新たな財政措置に移行するこ

とも可能とする。 

 

(3) 再編・ネットワーク化や経営形態の見直し等に伴う精算等に要する経費 
① 新たな経営主体の設立等に際しての出資に要する経費 

再編・ネットワーク化に伴う新たな経営主体の設立等に際し、病院の経営基盤

を強化し健全な経営を確保するために行う出資（不良債務額を限度とする。）につ

いて、病院事業債（一般会計出資債）を措置する。 

また、再編・ネットワーク化等に伴い、公立病院廃止等を行う場合の財政措置

のあり方について、今後の各地方公共団体の取組内容等を踏まえ検討する。 

 

② 施設の除却等経費 

医療提供体制の見直しに伴い不要となる病院等の施設の除却等に要する経

費に対する一般会計からの繰出金の一部を特別交付税により措置する。 
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③ 他用途への転用に伴う経費 

病院施設の他用途への転用に際しては、既往地方債の繰上償還措置が必要

な場合に借換債を措置するとともに、経過年数が 10 年以上の施設等の財産処分

である場合には従来の元利償還金に対する普通交付税措置を継続する。 

 

④ 退職手当の支給に要する経費 

指定管理者制度の導入等に際し必要となる退職手当の支給に要する経費につ

いて、必要に応じて退職手当債による措置の対象とする。 

 

(4) 許可病床削減時の普通交付税算定の特例 

普通交付税の算定基礎を許可病床数から稼働病床数に変更する（下記２ (2)参

照）ことに伴い、削減許可病床数を有するものとして算定する既存の措置を見直し、

地域の医療提供体制の見直しを推進する観点から、許可病床の削減数に応じた５

年間の加算措置を講じる（平成 28 年度から実施）。 

 

  ２ 公立病院に関する既存の地方財政措置の見直し 

公立病院に関する既存の地方財政措置について次のとおり見直しを行うこととす

る。 

 

(1) 施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の見直し 

公立病院施設の新設・建替等（医療機器整備を含む）に係る病院事業債に関して

は、地域の医療提供体制に大きな役割・責任を持つ都道府県が、同意等に際して

収支見通し等について十分検討を行うとともに、当該公立病院に係る機能・役割分

担等の地域医療構想との整合性についても十分に検討を行い、適当と認められる

ものに地方交付税措置を行う。 

 

(2) 病床数に応じた地方交付税算定の見直し 

公立病院の病床数に応じた地方交付税措置については、算定の公平性の確保、

稼働病床数の把握が可能となったこと等を踏まえ、算定の基礎となる病床数を許可

病床数から稼働病床数に変更する。その際、措置額の減少を緩和する方策を講じ

る。 

 

(3) 公立病院に関する地方財政措置の重点化 

① 病院施設の整備費に係る措置 

病院建物の建築単価が一定水準を上回る部分を普通交付税措置対象となる

病院事業債の対象から除外する制度を継続するとともに、当面、全国的な建築単

価の急激な上昇を反映するため措置対象となる単価を引き上げる。 
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② 不採算地区病院に対する措置 

不採算地区病院の第２種の対象病院について、その適正化を図るため、人口

集中地区以外に所在する公立病院から、周辺人口が少ない地域に立地する公立

病院に見直す。 

 

③ 公立病院に対する特別交付税措置の重点化 

財政措置の重点化を図る見地から、公立病院に対する特別交付税措置につい

て、病床数等に単価を乗じて算定する方式から、これと一般会計からの繰出額等

とを比較する方式への見直しを検討する。 

 

(4) 公的病院等に対する措置 

公的病院等の運営費に対する地方公共団体の助成については、公立病院に準

じた特別交付税による措置を継続する。 
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平成 27 年 10 月 16 日 

新公立病院改革ガイドラインＱ＆Ａ 

 

第１ 更なる公立病院改革の必要性 

１ 公立病院改革の現状 

Ｑ１ 平成 19 年策定の公立病院改革ガイドラインに基づく公立病院改革プランの実施状

況と評価如何。 

Ａ１ 平成 19 年に策定した「公立病院改革ガイドライン」（以下「前ガイドライン」という。）

に基づく取組などにより、黒字病院の割合が平成 20 年度の 29.7％から平成 25 年度

には 46.4％、病院の再編・ネットワーク化に取り組んでいる事例が 65 ケース、162 病

院、地方独立行政法人化した病院が 69 病院となるなど、地域の医療提供体制の確

保を図る上で一定の成果を挙げているところ。 

 

Ｑ２ 更なる公立病院改革を要請する理由如何。 

Ａ２ 前ガイドラインに基づく取組により一定の成果を挙げているところであるが、依然と

して持続可能な経営を確保し切れていない病院も多く、医師不足など公立病院をめ

ぐる環境は厳しい状況が続いている。また、人口減少や少子高齢化が急速に進展す

る中で、医療需要が大きく変化することが見込まれることに対応して、「地域における

医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」

（平成 26 年法律第 83 号。以下「医療介護総合確保推進法」という。）に基づき、都道

府県が策定する地域医療構想を踏まえ、地域ごとに効率的かつ質の高い医療提供

体制を構築することとされている。こうした状況を踏まえ、新公立病院改革ガイドライ

ン（以下「新ガイドライン」という。）においては、不断の改革に取り組むとともに、医療

提供体制の改革と十分に連携し、更なる取組を推進するよう要請しているもの。 

 

Ｑ３ 地方の病院は医師確保が難しく、医業収入の確保が難しい状況である。まずは、こ

うした医師不足の解消に向けた施策を実施すべきではないか。 

Ａ３ 医師確保対策については、厚生労働省の交付金を受けて都道府県に設置している

地域医療介護総合確保基金を活用して医療従事者の勤務環境改善等へ取り組むと

ともに、都道府県が実施する医学部生等への奨学金貸与事業、他の病院から公立

病院への医師派遣経費等に対する特別交付税措置等を活用されたい。あわせて、

新ガイドラインにおいても、基幹病院を整備していくことにより地域の医師を集約する

とともに、地域外からも新たに医師を集められる体制を整備する等の「再編・ネットワ

ーク化」の取組を引き続き進めるよう要請しており、総務省としても、平成 27 年度から

再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備に対して地方交付税措置を重点的に講
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じることとしている。 

 

２ 医療制度改革の推進 

Ｑ４ 医療介護総合確保推進法に基づく医療制度改革は、今後の公立病院のあり方に

どのような影響を及ぼすのか。 

Ａ４ 医療介護総合確保推進法の中で医療法の改正が行われ、都道府県は、公立病

院・民間病院等を含めた構想区域ごとの医療提供体制について、平成 37 年（2025

年）の目指すべき姿を示す地域医療構想を策定することとされた。地域医療構想と公

立病院改革は、地域において必要な医療提供体制の確保を図るという目的において

共通しており、その検討も重なり合うこととなるため、新ガイドラインにおいては、今後

の公立病院改革は、医療制度改革と密接な関連があり、地域医療構想の検討及び

これに基づく取組と整合的に進める必要があるとしているところ。 

 

３ 公立病院改革の基本的な考え方 

Ｑ５ 前ガイドラインと新ガイドラインはどのような関係（位置付け）にあるのか。 

Ａ５ 今後の公立病院改革の目指すところは、基本的に前ガイドラインを引き継ぐもので

あり、新ガイドラインは、これまでの「経営の効率化」、「再編・ネットワーク化」及び「経

営形態の見直し」の３つの視点に、「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」を加え

た４つの視点での取組を要請するもの。このため、前ガイドラインによる改革プランに

基づき、既に再編・ネットワーク化に取り組んでいる場合や、経営形態の見直しに取

り組んでいる場合には、地域医療構想等の達成の推進を図る観点等から、更なる見

直しの必要性について検討するよう要請しているところ。 

 

Ｑ６ 今後の公立病院改革は、地域医療構想の検討及びこれに基づく取組と整合的に行

われる必要があるとしているが、具体的にどのようなことか。 

Ａ６ 地域医療構想は民間病院等も対象に含めたものであることから、各公立病院にお

いては、自らの役割を従来にも増して精査したうえで、地域の医療提供体制において

果たすべき役割を明確にすることが必要であり、その際には、当面の診療科目等の

医療提供内容だけでなく、地域医療構想で示す構想区域における病床の機能区分

ごとの将来の病床数の必要量と整合性のとれた形で、将来の病床機能のあり方を示

すなど当該病院の具体的な将来像を示したうえで、改革に取り組む必要がある。 

 

Ｑ７ 病院経営は「医療の質の向上」と「健全経営」が両輪となって運営されるべきであり、

経営効率化の視点だけでは現場の士気が上がらないのではないか。 
Ａ７ 公立病院改革の究極の目的は、地域において必要な医療提供体制の確保を図り、

その中で公立病院が安定した経営の下でへき地医療・不採算医療や高度・先進医療

等を提供する重要な役割を継続的に担っていくことができるようにすることにある。ご
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指摘の両輪で進めていくべきことは当然であり、新ガイドラインにおいては、前ガイド

ラインに引き続き経営指標に係る目標数値の設定を引き続き要請するとともに、医療

機能等指標に係る数値目標の設定も要請しているところ。 

 

Ｑ８ 医療サービスは民間提供が原則であり、公的医療機関は民間の補完的役割を担う

ということと理解してよいか。 

Ａ８ 公立病院の責務と役割は、それぞれの病院の立地条件等により異なるものである

が、新ガイドラインにおいても、公立病院をはじめとする公的医療機関の果たすべき

役割と公立病院に期待される主な機能の具体的例示を示しているところ。地域にお

いて必要な医療は公・民の適切な役割分担によって提供されるべきものであり、前ガ

イドラインと同様に、民間医療機関に委ねることが望ましい地域にあっては、民間医

療機関に委ねるという考え方を基本に、公立病院改革に取り組むことが適当である。 

 

Ｑ９ 病院経営の健全性確保の根幹は、医療体制の整備、特に医師が確保できるかどう

かにかかっているが、地方の公立病院としては、依然として大学病院に医師の派遣

を頼らざるをえない現実がある。派遣元の医局の医師不足が解決しない限り、地方

の公立病院の健全化は厳しいのではないか。 

Ａ９ 国においては、医師不足の課題について、医師確保支援等を行う地域医療支援セ

ンターの機能を法律上位置付けるとともに、地域医療介護総合確保基金を都道府県

に設置し医療従事者の勤務改善に取り組む等、医師等の医療スタッフを確保するた

め引き続き各般の措置を総合的に講じることとしている。地方公共団体においては、

地域医療支援センターや地域医療介護総合確保基金等を通じた取組とも連携しつつ、

医師等の医療スタッフを確保するための取組を強化することが必要であるが、大学

病院による医師派遣が不確実な状況下、機能分担により基幹病院に医師を集約し、

ネットワーク内の医療機関に医師を派遣するといったシステムを実現するためにも

「再編・ネットワーク化」の取組が引き続き重要であり、新ガイドラインにおいても、こ

れまでの取組事例も参考にしながら、更なる取組を検討するよう要請しているところ。 

 

Ｑ10 公立病院改革により病院の統廃合が進み、地域医療の崩壊につながるのではな

いか。 

Ａ10 公立病院改革の目指すところは、地域において必要な医療提供体制の確保を図り、

その中で公立病院が安定した経営の下で不採算医療や高度・先進医療等を提供す

る重要な役割を継続的に担っていくことができるようにすることにある。また、医療介

護総合確保推進法に基づく医療提供体制の改革は、公立病院を含めたあらゆる設

置主体の病院が医療機能のあり方を検討し、関係者が参加する協議の場を活用す

るなどにより、連携・協力して地域における効率的で質の高い医療提供体制の構築

を目指すものである。公立病院改革の視点である「経営の効率化」「再編・ネットワー
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ク化」及び「経営形態の見直し」は、こうした目的に沿って進められるもの。 

 

第２ 地方公共団体における新公立病院改革プランの策定 

Ｑ11 新改革プランの策定対象医療機関として、地方独立行政法人を明示した理由如

何。 

Ａ11 前ガイドラインにおいては、改革プランの対象は、一義的には地方公営企業法を適

用する公立病院としつつ、病院事業を実施している地方独立行政法人においても、こ

れに準じて策定を求めたところであるが、新ガイドラインにおいては、公立病院の地

方独立行政法人化が進展してきたこと等を踏まえ、新改革プランの策定対象として

明示したところ。 

    なお、新改革プランは、病院事業の経営部門が単独で策定するものではなく、当

該病院の設置者である地方公共団体とが一体で策定するものである。このため、病

院事業を経営する地方独立行政法人においても、日頃から、地方公共団体の長と事

業管理者・病院長等が情報・意見交換などにより意思の疎通を図り、当該病院経営

のあり方等について互いに共通の認識を持つことが重要である。 

 

Ｑ12 これまでの改革プランに基づき、公立病院改革に十分に取り組んできたが、全て

の公立病院が新改革プランを策定し更なる取組をしなければならない理由如何。 

Ａ12 前ガイドラインに基づき、「経営の効率化」「再編・ネットワーク化」や「経営形態の見

直し」に取り組んでいる場合であっても、現在の取組状況や成果を検証したうえで、

不断の取組を継続するとともに、地域医療構想の達成の推進を図る観点も踏まえつ

つ、更なる取組の必要性について検討すべきであることから、全ての公立病院に対し

新改革プランの策定を要請するもの。 

 

Ｑ13 前ガイドラインによる改革プランを改定し、その期間が新改革プランの策定時期以

降となっている場合であっても、平成 27 年度又は平成 28 年度中に新改革プランを策

定する必要があるのか。 

Ａ13 自主的に前ガイドラインに基づく改革プランの改定を行い、更なる改革に取り組ん

でいる場合であっても、新ガイドラインにおいて新たに改革の視点として加えた「地域

医療構想を踏まえた役割の明確化」は、「経営の効率化」「再編・ネットワーク化」及び

「経営形態の見直し」の検討の前提となるものであることから、地域医療構想の策定

状況を踏まえつつ、必要に応じて当該プランを修正する必要があり、さらには新たに

改革プランを策定し直すことも検討する必要があると考える。なお、新ガイドラインに

おいて要請している事項のうち当該プランにおいて定めていない取組事項（医業収

支比率に係る数値目標等）があれば、追加又は修正する必要があることにもご留意

いただきたい。 
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Ｑ14 「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26 年８月 29 日付け総務

省自治財政局公営企業課長等通知）における「経営戦略」と新改革プランの関係は

どうなるのか。 

Ａ14 「公営企業の経営に当たっての留意事項について」においては、各公営企業が、将

来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画である

「経営戦略」の策定を求めているところ。病院事業については、経営の改革に総合的

に取り組むための「公立病院改革プラン」の策定を要請し、各公立病院において改革

プランに基づく取組が進められてきたことから、新改革プランの策定をもって「経営戦

略」の策定と取り扱うこととしている。 

 

Ｑ15 新改革プラン策定にあたって、雛型のようなものを前回同様に示すのか。 

Ａ15 前ガイドライン策定時に示したもの（平成 20 年３月 19 日付け総務省自治財政局地

域企業経営企画室長通知「様式３」）と同様に、新ガイドラインに基づく改革プランの

策定状況・策定内容を調査・公表するため、各地方公共団体に新改革プランの要点

を記入していただく調査様式を示した（平成 27 年 10 月 16 日付け総務省自治財政局

準公営企業室事務連絡「別記１」参照）ので、必要に応じ「雛型」として活用されたい。 

 

１ 新改革プランの策定時期 

Ｑ16 新改革プランの策定時期は、平成 27 年度又は平成 28 年度中とされているが、都

道府県が策定する地域医療構想の策定状況を踏まえなければならず、期間内で新

改革プランを策定できないことも想定されるが、この場合やむを得ないか。 

Ａ16 地域医療構想は、厚生労働省から示されたガイドラインに基づき各都道府県にお

いて策定中であることから、新改革プランについては、地域医療構想の策定を行う医

療担当部局と(市町村立病院の新改革プランについては、その策定助言を行う都道

府県市町村担当部局とも)十分な連携・調整を図り、地域医療構想の策定状況を踏ま

えつつ、できる限り早期に策定することとし、平成 27 年度又は平成 28 年度中に策定

するよう要請するもの。なお、地域医療構想における当該公立病院の病床機能等の

方向性が明らかである場合には、地域医療構想に先行して新改革プランを策定して

も可能であるが、地域医療構想や地域医療構想調整会議の合意事項等と齟齬が生

じた場合には、速やかに新改革プランを修正する必要がある。 

 

Ｑ17 新改革プラン策定後に、地域医療構想や地域医療構想調整会議の合意事項と齟

齬が生じた場合に、速やかに新改革プランを修正すべき理由如何。 

Ａ17 地域医療構想は、医療法に基づき都道府県が策定する将来の医療提供体制に関

する構想であり、構想区域における病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量

等が示され、これに基づき、地域の医療提供体制の目指すべき姿が明らかにされる。

また、地域医療構想の達成を推進するために行う関係者（医療関係者、医療保険者、
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その他の関係者）との協議の場が地域医療構想調整会議であり、公立病院を含めた

医療機関の自主的な取組及び地域医療構想調整会議を活用した医療機関の相互

の協議により、地域における病床の機能の分化と連携に応じた当該公立病院の位

置付けを確認することとされている。したがって、新改革プラン策定後に、地域医療

構想や地域医療構想調整会議の合意事項と齟齬が生じた場合には、新ガイドライン

において新たに改革の視点として加えた「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」

についても見直しが必要となることから、速やかに新改革プランを修正すべきとしたと

ころ。 

 

２ 新改革プランの対象期間 

Ｑ18 前回の対象期間については、経営効率化に係る項目については３年程度、再編・

ネットワーク化及び経営形態の見直しに係る実施計画に係る項目については５年程

度であったが、今回期間を合わせた理由は何か。 

Ａ18 前ガイドラインに基づく改革プランの対象期間については、経営の効率化に係る項

目は３年程度、それ以外の項目は５年程度としていたが、公立病院改革のこれまで

の取組の実績等を踏まえ、経営の効率化に係る項目を含め全体として改革プランの

対象期間を合わせた方が取り組みやすいこと等の指摘があったことを踏まえ、新ガイ

ドラインにおいては、対象期間を「策定年度あるいはその次年度から平成 32 年度ま

での期間」に統一したところである。 

 

３ 新改革プランの内容 

Ｑ19 都市と地方では病院を取り巻く環境や条件が違っており、新ガイドラインを一律に

当てはめるのはいかがか。 

Ａ19 新ガイドラインは、前ガイドラインと同様に、公立病院が置かれている状況は様々

であり、立地条件や求められる医療機能の違いも踏まえつつ、当該公立病院の果た

すべき役割を明確化すべき旨を明記したうえで、公立病院に共通する課題を踏まえ

て求められる取組の標準的な姿を示したものであり、各公立病院においては、新ガイ

ドラインの趣旨を参酌して「よりよい姿」を目指すプランの策定に取り組んでいただき

たい。 

 

（１）地域医療構想を踏まえた役割の明確化 

Ｑ20 同一医療圏内に複数の病院等が並存している場合に、他の医療機関が引き受け

ない感染症医療や周産期センター等のような不採算な部分のみを引き受けさせられ

ることも想定でき、逆に経営が悪くなってしまう可能性もあるのではないか。 

Ａ20 前ガイドラインと同様に、例えば感染症医療や周産期センター等のような不採算な

部分の医療を提供するためには、病院自体に通常の医療提供に係る相応の規模・

機能が必要となる場合が一般的であると考えられ、合理的に必要な範囲でこれを保
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持することは支障がないと考えられる。また、新ガイドラインに基づく公立病院改革は、

地域医療構想の検討及びこれに基づく取組と整合的に行われる必要があり、地域医

療構想等を踏まえ、当該公立病院が担うべきとされた不採算部門については、地方

公営企業法に定める負担区分に基づき一般会計において所要の経費負担が行われ

るべきもの。 

    なお、大都市部等で、一般的に不採算部門とされる特殊な医療分野に特化した場

合においても、スケールメリット等により一定の採算性の確保が見込まれる場合には、

そうした機能に特化することによる他の医療機関との役割分担の徹底も検討の対象

とすべきものと考える。 

 

①地域医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割 

Ｑ21 地域医療構想における推計年は平成 37 年（2025 年）で、一方、新改革プランの終

期は平成 32 年度（2020 年）であるが、改革の取組との関係でどのように考えればよ

いか。 

Ａ21 都道府県が策定する地域医療構想における推計年は平成37年（2025年）であるこ

とから、新改革プランに基づく取組はそれに至る途中段階のものとなるが、当該公立

病院の具体的な将来像とは平成 37 年（2025 年）における将来像をいうものであるこ

とを十分に踏まえ、新改革プランに基づく取組はこの将来像の実現に資するものとす

ることが必要である。 

 

②地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割 

Ｑ22 地域包括ケアシステムの構築とは、具体的にどのようなことか。また、公立病院は

当該システムの中でどのような関わりを持つべきなのか。 

Ａ22 地域包括ケアシステムについては、医療介護総合確保推進法第２条第１項におい

て、「地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能

力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい

及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制」と規定されており、この

体制を構築することにより、医療と介護が総合的に確保されることを求めているもの。

公立病院にあっては、介護保険事業との整合性を確保しつつ、例えば、在宅医療に

関する当該公立病院の役割、住民の健康づくりの強化に当たっての具体的な機能、

緊急時における後方病床の確保や人材育成など、当該病院の規模や特性に応じて

果たすべき役割を検討し、新改革プランにおいて明らかにされたい。 

 

③一般会計負担の考え方 

Ｑ23 当該公立病院の果たすべき役割を明確にした上で、不採算部門に係る経費の負

担区分を明確にする必要があるが、昨今の自治体の厳しい財政事情により経費の

一般会計負担割合が独自に引き下げられる可能性があるのではないか。 
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Ａ23 新ガイドラインは、前ガイドラインと同様に、改革プランの策定過程において病院側

と財政当局が十分協議し、当該公立病院に求められる機能と一般会計負担のルー

ルを表裏一体のものとして取り決め、住民に対して公表することを想定している。した

がって、仮に財政上の理由で一般会計負担のルールを変更しようとするのであれば、

併せて病院に求められる医療機能の水準自体も見直しが行われるべき関係にある

ものであり、こうした観点から病院側と財政当局の間で十分協議の上、適切に対応し

ていただきたい。 

 

④医療機能等指標に係る数値目標の設定 

Ｑ24 新たに医療機能等指標に係る数値目標の設定を求める理由如何。 

Ａ24 公立病院は、都道府県が策定する地域医療構想を踏まえて、地域の医療提供体

制において果たすべき役割を明確にすることが必要であり、その際には、当該公立

病院の将来の病床機能のあり方を示すなどの具体的な将来像が示されなければな

らない。このため、新ガイドラインにおいては、当該公立病院が、その果たすべき役

割に沿った医療機能を十分に発揮しているかを検証する観点から、医療機能等指標

に係る数値目標の設定を求めているもの。 

 

⑤住民の理解 

Ｑ25 新改革プラン策定に際しては、地域住民の意見を聴取すべきではないか。 

Ａ25 前ガイドラインにおいては、各地方公共団体に共通して想定される標準的なプラン

策定の手順として都道府県の積極的な参画及び外部の有識者の助言等を活用する

ものとし、その中で住民の意見聴取についても各団体で判断いただくこととしていた

が、新ガイドラインにおいては、「住民の理解」について特に明記し、地域医療構想等

を踏まえ、当該公立病院が担う医療機能を見直す場合には、これを住民がしっかりと

理解し納得するための取組を要請しているところ。 

 

（２）経営の効率化 

①経営指標に係る数値目標の設定 

Ｑ26 経営の効率化を優先すると「へき地医療」「救急医療」などの不採算部門の切捨て

に繋がるのではないか。 

Ａ26 新ガイドラインにおいては、医療介護総合確保推進法に基づく医療提供体制の改

革と十分に連携し、地域医療の確保のために各公立病院が果たすべき役割をまず

明らかにし、所要の一般会計負担を求めた上で、病院を持続できるものとしていくた

めに経営の効率化を求めているものであって、地域において真に必要な医療提供体

制の確保よりも効率性の追求を優先させることを求めているものではない。財務内容

の改善のみならず公立病院として果たすべき医療機能についても数値目標を設ける

よう要請しているのは、こうした考え方を踏まえたものである。 
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Ｑ27 経営指標に係る数値目標について、新ガイドラインでは「職員給与費対医業収益

比率」と「病床利用率」を必須目標からはずし、「医業収支比率」を必須目標とした理

由如何。 

Ａ27 新ガイドラインでは、経営指標のうち「経常収支比率」及び「医業収支比率」につい

ては必ず数値目標を設定することとし、前ガイドラインにおいて数値目標の設定を要

請していた「職員給与費対医業収益比率」及び「病床利用率」については、自主的に

設定することとしたところ。「職員給与費対医業収益比率」については、公立病院にお

ける委託化等が進み、職員給与費から委託費等へ経費がシフトしているため、同比

率が民間病院と大きな差がなくなってきていること、また、「病床利用率」については、

平均在院日数との関係から必ずしも病床利用率の向上を目指すことが最善の取組と

なっていないこと等を踏まえたもの。一方、「医業収支比率」については、「経常収支

比率」とあわせて分析することにより、経営の効率化のための具体的な取組の成果

の検証に資するものであることから、共通して数値目標を設定することとしたもの。 

 

Ｑ28 目標数値の設定にあたっては、個々の病院の独自性を配慮する余地を残していた 
だきたい。 

Ａ28 新改革プランにおける数値目標の設定に当たっては、「経常収支比率」及び「医業

収支比率」については必ず数値目標を設定することとしているが、新ガイドラインに例

示している他の経営指標については、前改革プランの取組実績及びその成果の点

検・評価等も踏まえ、自らの病院の経営上の課題を十分に分析し、課題解決の手段

としてふさわしいものを自主的に定めることとしたところ。 

 

②経常収支比率に係る目標設定の考え方 

Ｑ29 「経常黒字」達成を目指すのはハードルが高過ぎるのではないか。 

Ａ29 公立病院は、不採算医療等を担うものであるから「経常黒字」を求めるのは困難だ

との意見もあるが、公立病院がその役割を果たすためやむを得ず不採算となる部分

については、繰出基準に基づき支出される一般会計等からの負担金によって賄われ

ることが法的に認められている。したがって、前ガイドラインと同様に、一般会計から

所定の繰出が行われれば「経常黒字」が達成される水準を早期に達成し、持続可能

な経営を実現することが必要である。 

 

Ｑ30 経常収支比率が 100%まではいかないが、これに近い数値目標とすることについて

どう考えるか。 

Ａ30 公立病院といえども赤字を放置すれば、将来的には当該公立病院を維持すること

が困難になり、地域医療の中で適切な役割を果たすことも、良質な医療を提供するこ

とも困難になることから、「経常黒字」を目指すことが適当である。仮に「経常黒字」を

早期に達成することが著しく困難な場合には、経常黒字化を目指す時期及びその道
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筋を新改革プランにおいて明らかにすべきである。 

 

Ｑ31 複数の公立病院を合わせて経常黒字化の数値目標をつくることができるのは、

「機能を補完しながら一体的に運営していると認められる場合」に限られているが、プ

ラン上はどのように位置付けるべきか。 

Ａ31 一つの経営主体が複数の病院を持ち、その複数の病院が基幹病院とサテライト病

院のように機能を補完しながら一体的に運営していると認められる場合には、複数の

病院を合わせて経常黒字化の数値目標を設定することができることとしている。経営

の一体性が認められるかどうかは、当該複数の病院の機能・役割分担等の実態を踏

まえて適切に判断されたい。複数病院を合わせて経常黒字化の数値目標を設定した

場合には、新改革プランにおいて、経営の一体性が認められる理由とともに、その旨

を明示されたい。 

 

Ｑ32 経常収支比率の数値目標について、過去分の退職給付引当金を除いて経常黒字

の目標とすることができるとあるが、その理由如何。 

Ａ32 平成 26 年度から適用された新会計基準により過去分の退職給付引当金を分割計

上した場合には、当該引当金を医業費用に計上することとなるため、経常損益に影

響を与え、決算上経常損失が生じることも考えられるが、退職給付引当金を一括計

上した場合との均衡等を勘案し、経過的な取扱いとして、過去分の退職給付引当金

相当分を除いて経常黒字の目標とすることができることとしたところ。その際は、過去

分の退職給付引当金を除いて経常黒字化の数値目標を設定する旨を注記すべきで

ある。 

 

③目標達成に向けた具体的な取組 

Ｑ33 研修医・医学生等の研修受入れは、医師等の確保についてどのような効果が見込

めるのか。 

Ａ33 研修医・医学生等の研修を受け入れることは、早いうちから当該公立病院の存在

や良い点等をアピールでき、研修医にあっては初期臨床研修後の再度の赴任、医学

生等にあっては初期臨床研修病院や就職先の候補病院となることも見込まれ、医師

等の人材確保の面から効果が期待できるとの指摘等があったことを踏まえ、新ガイド

ラインにおいては、中小規模の病院においても積極的に取り組むことが重要であるこ

とを明記したところ。 

 

Ｑ34 民間病院の経営状況に係る統計で、参考になるものとしてどのようなものがあるの

か。 

Ａ34 経営の効率化に当たっては、民間病院等の経営状況も参考にしつつ取り組むこと

が重要であり、この際、参考となる民間病院等の経営状況等を調査したものとしては、

― 304―



「医療施設調査（静態・動態）調査・病院報告（厚生労働省大臣官房統計情報部）」、

「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告（中央社会保険医療協議会）」、「病院経

営実態（分析）調査報告（全国公私病院連盟・全国自治体病院協議会）」などがある。 

 

Ｑ35 整備面積の精査等による整備費の抑制に取り組むに当たって、参考となる民間病

院・公的病院の状況はどうすれば入手できるのか。 

Ａ35 病院施設の整備面積等の精査に当たって参考となる民間病院・公的病院の状況

については、例えば、（独）福祉医療機構の民間病院への過去の融資基準などがあ

る。また、近隣の民間病院・公的病院に対し直接状況を聞き取るなど地域における実

態の把握に努めることも重要である。 

 

Ｑ36 採算性を優先する民間病院と不採算部門を担っている公立病院では、経営基盤

や考え方が違うため民間並みの経営や比較を行うことは適当ではないのではない

か。 

Ａ36 公立病院においても、不採算部分に関する一般会計負担が法令で規定され、これ

を踏まえた上で独立採算原則がとられている以上、これらを前提として民間病院との

比較対照を行うことは可能であると考える。さらに、平成 26 年度から新会計基準に移

行していることから、民間病院との比較が容易になっており、民間病院の経営状況に

係る統計も参考にしながら、できる限り類似の機能を果たしている民間病院との経営

比較分析を行い、当該公立病院が担っている不採算医療等を提供する役割を確保し

つつ、経営の効率化に不断に取り組んでいただきたい。 

 

Ｑ37 見直しを行うことが適当である病床利用率の基準を 70％未満とした根拠は何か。 
Ａ37 前ガイドラインにおいて、抜本的な見直しを行うことが適当である病床利用率（一般

病床及び療養病床）の基準を「おおむね過去３年間連続して 70％未満」としたのは、

①病院経営において経常収支が均衡するためには、病床利用率は通常 80％強の水

準を達成することが期待されること、②恒常的に相当程度の空床が現に継続してい

る場合には、医療資源の有効活用の観点からも警告し、見直しを促すことが適当で

あること等の考え方に立って、前ガイドライン策定時に有識者の意見を踏まえてコン

センサスとして取りまとめた水準を根拠としている。前ガイドラインに基づき、病床数

の削減、診療所化等に取り組んだ病院も多いものの、依然として基準に満たない病

院が相当数あるため、新ガイドラインにおいても、再度抜本的な見直しを検討すべき

としたところ。 
 
Ｑ38 病床利用率 70％未満要件については、立地条件や病床規模等により状況が異な

るので一律に適用することは問題ではないか。 
Ａ38 病床利用率が過疎地等や小規模病院で低い傾向にあることは事実であるが、恒
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常的に極めて低い水準にある場合には、健全経営の面のみならず限られた医療資

源の有効活用の面からも問題があるという観点に立って、一定の定量的な目安とし

て示したものであり、基準に満たない病院にあっては、病床数の削減、診療所化、再

編・ネットワーク化、経営形態の見直しなど、再度抜本的な見直しを検討すべきであ

る。 
 
Ｑ39 病床利用率の算定については、余剰病床ではなく、医師不足等によりやむを得ず

休止している場合等を考慮すべきではないか。 

Ａ39 前ガイドラインと同様に、ご指摘のような場合を考慮して、「おおむね過去３年間連

続して」という限定を付したところ。低水準が一時的なものでなく、今後も恒常的に継

続すると見込まれる場合には、再度抜本的な見直しを検討すべきである。 

 

④新改革プラン対象期間中の各年度の収支計画等 

Ｑ40 収支計画等の見直しについては、診療報酬の改定時以外にどのような場合に行う

のが適当か。 

Ａ40 新改革プランにおいて求められる公立病院の収支計画は、現状の診療報酬制度

及び経営の効率化のための取組等を前提として作成されるものである。このため、

診療報酬の改定時はもちろん、経営の効率化のための取組の進捗状況、当該公立

病院の周辺環境（医療機関の立地状況）、医師等の配置状況など病院の収支に大き

な影響を及ぼす状況の変化が見込まれる場合には、収支計画等の見直しを行い、

新改革プランに反映させることが適当である。 

 

（３）再編・ネットワーク化 

①再編・ネットワーク化に係る計画の明記 

Ｑ41 再編・ネットワーク化は、何のために進めるのか。単に小規模な病院の廃止や診

療所化を目指しているだけではないのか。 

Ａ41 前ガイドラインにおいては、地域において必要な医療提供体制を確保するための

改革の視点の一つとして、再編・ネットワーク化の取組を要請したところである。これ

までの取組事例をみると、①複数の公立病院を、中核的医療を担う基幹病院と日常

的な医療を行うサテライト型病院等に再編し、基幹病院の医療機能の充実を図った

結果、医師数の増加等につながったケース（基幹病院・サテライト型）、②経営統合に

より診療科を集約し、休止していた診療科の再開や不足していた診療科の拡充等に

つながったケース（統合型）など、成果が挙がっていることから、新ガイドラインにおい

ても、これまでの取組事例（新ガイドライン資料５を参照）も参考にしながら、再編・ネ

ットワーク化の取組を進めていく必要があるとしているところ。地域における病院の医

師不足による「共倒れ」を防ぎ、また、地域医療構想の達成の推進を図る観点等から

も、再編・ネットワーク化の推進は引き続き喫緊の課題であると考える。 
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Ｑ42 「基幹病院」はともかく、周辺の中小病院や診療所については、医師が確保できる

のか。また、外来患者は結局「基幹病院」に集中し、「基幹病院」の医師が疲弊するだ

けではないのか。 

Ａ42 これまでの再編・ネットワーク化の取組事例においては、基幹病院が「若手医師が

集まってくる病院」となることにより、サテライト医療機関への一定期間の派遣が可能

となり、医師自身の技術向上やサテライト医療機関の医師確保の双方に資する成果

が得られているところ。また、基幹病院による診療支援、遠隔医療や電子カルテの共

有化を図る等、患者がサテライト医療機関でも安心して診療を受けられる体制の構

築にもつながっているところ。なお、基幹病院への患者集中への懸念については、地

域住民への普及啓発も重要と考える。 

 

Ｑ43 これまでに既に再編・ネットワーク化に取り組んでいる場合であっても、更なる見直

しの必要性について検討することを求める理由は何か。 

Ａ43 既に再編・ネットワーク化に取り組んでいる場合であっても、現在の取組状況や成

果を検証するとともに、都道府県が策定する地域医療構想を踏まえて当該公立病院

の役割を検討した結果、更なる再編・ネットワーク化の取組が求められることが想定

されることから、更なる見直しの必要性について検討するよう要請しているもの。 

 

②取組病院の更なる拡大 

Ｑ44 新ガイドラインにおいて、特定の状況にある公立病院については、再編・ネットワー

ク化の必要性について十分な検討を行うべきとするのはなぜか。 

Ａ44 再編・ネットワーク化は、地域において必要な医療提供体制の確保を図るうえで、

個別の公立病院の機能では限界があると見込まれる場合や病院間での機能の重

複・競合を避ける必要がある場合には、特に検討の必要性が高いと考えられる。この

ため、新ガイドラインにおいては、少なくとも、①施設の新設・建替等を行う予定の公

立病院、②病床利用率が特に低水準である公立病院（過去３年間連続して 70％未

満）、③地域医療構想等を踏まえ医療機能の見直しを検討することが必要である公

立病院においては、今般の新改革プランの策定のタイミングを捉え、他の公立病院

等との再編・ネットワーク化の必要性について十分な検討を求めるもの。 

 

③再編・ネットワーク化に係る留意事項 

Ｑ45 二次医療圏等の単位での経営主体の統合の具体的イメージを示してほしい。 

Ａ45 端的に言えば、複数団体の公立病院が一部事務組合、広域連合、地方独立行政

法人など単一の法人格の下での経営に移行することである。また、複数団体の公立

病院が同一の法人を指定管理者として経営を委ねることも考えられる。必ずしも病院

の建物を統合することではなく、公的・民間病院を含めた開設主体の異なる複数の

病院を、１人の管理者（理事長）が管理・経営することが重要である。最近では開設
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主体の異なる複数の病院の経営を統合して、一つの地方独立行政法人を設立し、複

数の病院を運営する取組も見られるところ。具体的には、前ガイドラインに基づく公立

病院の再編・ネットワーク化事例（新ガイドライン資料５を参照）も参考に検討された

い。 

 

Ｑ46 経営主体の統合による経営上のメリットは何か。 

Ａ46 管理者が複数の医療機関の人的・物的資源の配分を強力に統括できるようになる

ため、再編・ネットワーク化による効率化の効果を最大限に発揮することが期待でき

る。例えば、医療の機能分担、共通部分(管理部門等)の統合、医薬品等の共同購入

などを大胆に進めることができるというメリットが期待できる。 

 

Ｑ47 今後、公的病院、民間病院等との再編や事業譲渡等について踏み込んだ検討が

必要な理由は何か。 

Ａ47 医療介護総合確保推進法に基づく医療提供体制の改革は、公立病院だけでなく、

公的病院、民間病院等を含め、あらゆる設置主体の病院が医療機能のあり方を検

討し、関係者が参加する協議の場を活用するなどにより、連携・協力して地域におけ

る効率的で質の高い医療提供体制の構築を目指すものである。したがって、地域医

療構想を踏まえて当該公立病院の役割を検討した結果、公的病院、民間病院等との

再編が必要となるケースが生じることも想定される。例えば、同一地域に複数の公立

病院や国立病院、公的病院等、さらには民間病院が併存し、相互の機能の重複、競

合があるような場合には、地域医療構想や地域医療構想調整会議等も活用しつつ、

他の医療機関との統合・再編や事業譲渡等にも踏み込んだ改革案についても検討

の対象とすべきである。 

 

（４）経営形態の見直し 

①経営形態の見直しに係る計画の明記 

Ｑ48 新ガイドラインにおいても、公立病院（黒字赤字関係なく）全てが経営形態の見直し

を強いられると受け取れるがどうか。 

Ａ48 ガイドラインは法的な強制力を伴うものではないが、現在黒字経営の病院といえど

も将来にわたって持続可能な経営体制が確保できる保障はない以上、病院経営の

更なる改善を目指して、経営形態の見直しの検討に取り組んでいただきたい。なお、

前ガイドラインに基づき既に経営形態の見直しに取り組んでいる場合には、現在の

取組状況や成果を検証するとともに、前ガイドラインに基づいて経営形態の見直しを

行った公立病院の経営状況（新ガイドライン資料６を参照）も参考にしつつ、更なる見

直しの必要性について検討されたい。 

 

 

― 308―



②経営形態の見直しに係る選択肢と留意事項 

Ｑ49 経営形態の見直しに関して考えられる選択肢には、「地方独立行政法人化（公務

員型）」は想定されていないのか。 

Ａ49 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18

年法律第 47 号）により、地方公営企業について一般（非公務員型）地方独立行政法

人への移行を推進するとされていることを踏まえ、本ガイドラインにおいても「地方独

立行政法人化（公務員型）」は基本的に想定していない。 

 

Ｑ50 地方独立行政法人化、指定管理者制度導入など、経営形態を変えることにより経

営状況が改善されるのか。 

Ａ50 地方独立行政法人化や指定管理者制度の導入等については、人事、予算、契約

等の取扱において制度的な制約が取り払われ、弾力的な事業運営が可能になると

いう利点があり、前ガイドラインに基づき地方独立行政法人化や指定管理者制度の

導入等に取り組んだ公立病院においては、経営の効率化等に効果があったとの評

価が得られている。このため、新ガイドラインにおいては、これまで経営形態の見直し

を行った公立病院の経営状況（新ガイドライン資料６を参照）を参考にしながら、経営

形態の見直しを検討するよう要請するもの。その際には、経営形態の如何に関わら

ず、人事・予算等に係る実質的な権限が新たな経営責任者に付与される一方、結果

に対する評価・責任も経営責任者に帰することとなるよう、運用上十分に配慮するこ

とが重要である。 

 

第３ 都道府県の役割・責任の強化 

１ 地域医療構想の策定等を通じた取組 

Ｑ51 都道府県の役割・責任の強化を明記した理由は何か。 

Ａ51 都道府県は、医療法改正に伴い、地域医療構想を策定するとともに、地域医療構

想を実現するための措置（地域医療構想調整会議の設置、協議が調わない場合の

要請・指示・命令等、地域医療介護総合確保基金による財政支援等）を講じるなど、

地域の医療提供体制の確保についてこれまで以上の責任を有することとされたこと

を踏まえ、公立病院改革の推進に当たっても、都道府県がこれまで以上に積極的に

役割を果たすことを期待しているもの。 

 

第４ 新改革プランの実施状況の点検・評価・公表 

１ 地方公共団体における点検・評価・公表 

Ｑ52 評価委員会はどの程度の規模を想定しているのか。 

Ａ52 前ガイドラインに基づく改革プランの点検・評価と同様に、新改革プランについても
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引き続き各地方公共団体の実情に応じ判断していただきたい。なお、公立病院として

期待される医療機能の発揮状況等についての評価、検証も必要であることから、当

該公立病院の医師、看護師等を参加させることが望ましい。 

 

Ｑ53 評価委員会の役割如何。 

Ａ53 委員会等は、新改革プランの目標設定の考え方を検証・確認した上で、当該病院

が一般会計からの経費負担に見合って、地域において必要とされる医療の確保を図

る上で新改革プランに明記した当該公立病院に求められる役割を果たしているか否

かといった観点に立ちながら、新改革プランの実施状況の点検・評価に当たることが

求められる。具体的には、新改革プランがどの程度進捗しているのか、目標が達成

できなかった場合の原因は何か、今後の改革をどう進めるべきか等について、経営

責任者及び地方公共団体側の自己評価を聴取した上で、その妥当性を検証し、意見

を述べること等が期待される。 

 

Ｑ54 評価委員会を新たに立ち上げることは事務的にも煩雑になるため、前改革プラン

の策定時に設置した評価委員会を存続させたり、既存の審議会等を活用したりする

ことはできないか。 

Ａ54 前改革プランの評価委員会を立ち上げている場合や各種の審議会など既存の点

検・評価組織等がある場合には、新ガイドラインの求める内容、機能等を満たすもの

であれば、その名称の如何にかかわらず、「ガイドライン上の点検・評価のための委

員会等」と位置づけることとして差し支えない。 

 

２ 積極的な情報開示 

Ｑ55  「民間病院等における状況等を併せて明らかにする」とあるが、役割の異なる民

間病院については、ただちに比較の対象とはならないのではないか。 
Ａ55 点検・評価・公表に際しては、当該公立病院の現状について住民が理解・評価でき

るよう分かりやすい説明に努めるべきであり、その一環として、地域において民間病

院等が併存している場合には、当該公立病院と併存する民間病院等の果たしている

役割、運営体制・手法等を比較・説明するなど、当該公立病院が一般会計負担を求

めることについて理解が得られるよう努力を払うことが必要であると考える。 

 

３ 新改革プランの改定 

Ｑ56 新改革プランについては、どのようなタイミングで見直しをすることが適当なのか。 

Ａ56 新改革プランの点検・評価等の結果、数値目標の達成が著しく困難である場合に

は、抜本的な見直しを含め新改革プランの改定を行うことが適当である。また、地域

医療構想調整会議の合意事項と齟齬が生じた場合には、速やかに新改革プランを

修正すべきである。 
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４ 総務省における取組 

Ｑ57 全国調査を行うだけでなく、改革プラン策定の前段階からバックアップをお願いし

たい。プラン策定に関するアドバイザー派遣や相談窓口を常設する等して、現場で直

面する諸課題に対して迅速に対応できる体制を整えていただきたい。 

Ａ57 新改革プランの策定に要する経費については、所要の地方交付税措置を講じるこ

ととしているので、これを活用して外部有識者等の助言を得ながらプランを策定して

いただきたい。また、個別のご相談がある場合には、都道府県の協力も得て、きめ細

かく対応するよう努めたい。 

 

Ｑ58 国においては全国の実施状況等の情報を調査した結果を踏まえ、公表にとどめる

だけではなく、地域の実態にあったガイドラインの見直しや、地方財政措置の適正な

見直しを行うことを検討すべきではないか。 

Ａ58 新改革プランの策定及びこれに基づく取組が進む過程において共通して留意すべ

き点が新たに明らかになった場合には、その都度地方公共団体に対し情報提供し、

助言してまいりたい。また、地方財政措置の必要な見直し等については、新ガイドラ

インに掲げた方向に沿って今後とも検討作業を続けていく方針である。 

 

第５ 財政措置等 

１ 公立病院改革に対する措置 

（１）新改革プランの策定に要する経費 

Ｑ59 新改革プラン策定に要する経費は、具体的にどのような措置になるのか。 

Ａ59 平成 27 年度及び平成 28 年度に各地方公共団体において策定される新改革プラ

ンの策定経費及び計画策定後の実施状況の点検・評価等に要する経費については、

所要の地方交付税措置を講じる予定である。具体的には、都道府県分は普通交付

税、市町村分は特別交付税による措置を予定している。 

 

（２）再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備等に要する経費 

Ｑ60 公立病院の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備について、病院事業債

（特別分）を充当することとし、その元利償還金に対する普通交付税の措置率を引き

上げたのはなぜか。 

Ａ60 公立病院の施設・設備の整備については、平成 27 年度より、通常の整備にあって

は病院事業債の元利償還金の 25％を、再編・ネットワーク化に伴う整備にあっては

40％を地方交付税措置することとし、再編・ネットワーク化に対して重点的に支援す

ることとしている。これは、再編等を行う場合には、通常、医療機能の分担に伴う新た

な施設・医療機器の整備や、既存施設の改修等、通常の整備を上回る増加経費が

生じることから、手厚い地方交付税措置を講じることとしたもの。 
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Ｑ61 前ガイドラインに基づく一般会計出資債の対象となる事業等の継続分について、

新たな財政措置に移行することができる場合とは、どのような場合か。 

Ａ61 前ガイドラインに基づく一般会計出資債の対象となる再編・ネットワーク化に伴う施

設・設備の整備等の継続分で、新ガイドラインに基づく新たな財政措置（病院事業債

（特別分））に移行することが認められるものは、当該継続分が新ガイドラインの趣旨

や要件に合致し、新改革プランに位置付けられるものとして「公立病院に係る財政措

置の取扱いについて（通知）」（平成 27 年４月 10 日付け総務省自治財政局準公営企

業室長通知）に規定する再編・ネットワーク化計画を策定し、必要な手続きをした場

合である。 

 

Q62 病院事業債（特別分）の対象となる再編・ネットワーク化とはどのようなものか。 

A62 病院事業債（特別分）の対象となる再編・ネットワーク化の要件については、「公立

病院に係る財政措置の取扱いについて（通知）」において示しているところ。具体的に

は、複数病院の統合又は相互の医療機能の再編を行うものであるが、経営主体の

統合（同一の指定管理者を指定することにより経営統合を行う場合を含む。）を伴わ

ない場合には、関係病院等間において、①機能分担による病床規模又は診療科目

の見直し、②共同購入等による医薬品、診療材料等の効率的調達、③医師の相互

派遣による協力体制の構築、④医療情報の共有等による医療提供の連携体制の構

築のすべての取組が行われることを要件としている。その際、○ア 複数病院の統合に

ついては、原則として、統合により関係する複数病院が１病院以上減となることが必

要であり、○イ 相互の医療機能の再編については、機能分担による病床規模の見直し

をしていることが原則となることに留意されたい。 

上記の要件を定めたのは、今般の公立病院改革が都道府県の策定する地域医療

構想を踏まえて、公立病院の役割分担（医療機能、病床数等）を従来にも増して精査

する必要があること、また、前改革プランに基づく改革への取組実績・成果等を踏ま

えてこれまで以上に抜本的な取組が求められることを踏まえたものであり、これらの

取組を進めるためには通常の整備を上回る増加経費が見込まれることから、地方財

政措置を重点化し、病院事業債（特別分）を措置することとしたもの。 

なお、相互の医療機能の再編に伴うものに該当する場合の対象経費は、○ａ 病院・

診療所間のネットワーク形成のために必要となる患者搬送車、遠隔医療機器等の整

備に要する経費、○ｂ 経営主体の統一に伴い必要となる情報システムの統合等整備

に要する経費、○ｃ 再編・ネットワーク化に伴う機能分担により基幹病院において新た

に整備される高度医療又は救急医療の用に供する医療施設及び医師の研修又は

派遣の拠点機能を有する施設並びにこれらの施設に設置される医療機器等の整備

に要する経費、○ｄ 再編・ネットワーク化に伴う機能分担により基幹病院以外の医療施

設において必要となる既存施設の改修及びこれに伴い設置される医療機器等の整

備に要する経費である。 
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（３）再編・ネットワーク化や経営形態の見直し等に伴う清算等に要する経費 

①新たな経営主体の設立等に際しての出資に要する経費 

Ｑ63 再編・ネットワーク化等に伴い、公立病院廃止等を行う場合の財政措置のあり方に

ついて、今後の各地方公共団体の取組内容等を踏まえ検討するとしているが、具体

的なイメージはあるのか。 

Ａ63 公立病院の廃止等に伴い必要となる経費については、これまで「第三セクター等改

革推進債」の活用により措置してきた事例があったところ。今後、地域医療構想等を

踏まえた更なる再編・ネットワーク化の取組に伴い公立病院を廃止するケース等が

想定されることから、各地方公共団体の取組内容等を踏まえ、財政措置のあり方を

検討することとしている。 

 

②施設の除却等経費 

Ｑ64 施設の除却等経費に対する一般会計からの繰出金の一部への特別交付税措置

は、病院事業を廃止する場合でも対象となるのか。 

Ａ64 一般会計からの病院事業に対する繰出金は病院事業が設置されていることを前

提とするものであることから、お尋ねの特別交付税措置は、病院事業が廃止される

前に、当該病院事業において行われる施設の除却等経費に対する繰出金について

のみ対象となるものである。 

 

③他用途への転用に伴う経費 

Ｑ65 普通交付税措置が継続される施設の転用後の用途はどのようなものでもよいの

か。 

Ａ65 元利償還金に対する普通交付税措置の継続が認められるのは、経過年数が 10 年

以上である施設又は設備について行う目的外転用（有償譲渡及び有償貸付を除く。）

に該当するものであり、転用後も適債性がある場合に限られる。 

 

④退職手当の支給に要する経費 

Ｑ66 指定管理者制度の導入等に際して退職手当が必要となる場合、退職手当債の発

行は認められるか。 

Ａ66 公営企業退職手当債の発行の可否については、その償還財源をいかに確保する

のかという点が問題となるが、資金手当の必要上発行を希望する場合には個別に相

談されたい。 

（４）許可病床削減時の普通交付税算定の特例 

Ｑ67 「地域の医療提供体制の見直しを推進する観点」とは、どのようなものか。 

Ａ67 医療提供体制の見直しに伴い許可病床の削減を行う場合には、許可病床の削減

に伴い様々な経費負担（基幹病院・サテライト病院化や病院間の患者搬送に要する

経費、職員の整理退職に伴う退職手当等）が生じるが、これらの負担が見直しに当
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たり支障とならないよう、削減病床数に応じて普通交付税算定の特例措置を講じるも

の。 

 

２ 公立病院に関する既存の地方財政措置の見直し 

（１）施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の見直し 

Ｑ68 施設の新設・建替等に係る病院事業債の地方交付税措置について、都道府県が

施設の新設・建替等と地域医療構想との整合性の観点から検討し適当と認められる

ものについて措置するとのことであるが、その理由如何。 

Ａ68 公立病院施設の新設・建替等（医療機器整備を含む）に係る病院事業債について

は、都道府県の意見に基づき適当と認められるものに対して地方交付税措置を講じ

ることとしたのは、当該公立病院が施設の新設・建替等によって実現しようとしている

機能・役割分担等が、地域医療構想や地域医療構想調整会議の合意事項と整合性

が図られているかどうかを、地域の医療提供体制の確保に大きな役割・責任を持つ

都道府県が十分に検討を行い、確認できる仕組みとすることが、地域医療構想と整

合性ある形で公立病院改革を推進するために適当であると判断したためである。 

 

（２）病床数に応じた地方交付税算定の見直し 

Ｑ69 地方交付税の算定基礎となる病床数を許可病床から稼働病床に変更する理由如

何。 

Ａ69 公立病院に対する地方交付税措置は、医師・看護師等の体制を確保する等の経

費に対して講じられるものであり、本来、稼働している病床に基づき算定することが

望ましいものであるが、これまで客観性が高く統一的な基準に基づいて把握すること

ができる数値は許可病床のみであったことから、これを用いてきたところ。 

今般、地方交付税の算定基礎となる病床数を許可病床から稼働病床に変更する

こととしたのは、①平成 26 年６月に成立した医療介護総合確保推進法に基づく病床

機能報告制度の中で、稼働病床数が報告対象となり、把握が可能となったこと、②従

前より、許可病床を実態に合わせて削減した団体と、未稼働病床があっても許可病

床をそのままにしている団体との間に、不公平が生じているとの指摘がなされていた

こと等を踏まえたもの。なお、医師不足等により一時的に稼働病床が減少する場合

には、措置額が急激に減少しないよう緩和措置を講じることとしている。 

 

Ｑ70 この変更は、中小規模病院の経営に大きな負担になると考えるが、緩和措置等を

講じるのか。 

Ａ70 地方交付税の算定基礎となる病床数を許可病床から稼働病床に変更したのは、

病床機能報告制度の中で統一的な基準に基づき許可病床を把握することが可能と

なったこと等を踏まえ、本来あるべき算定に移行するものであることをご理解いただ

きたい。なお、医師等の退職によって、一時的に稼働病床数が減少する場合もあり、
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その際には必ずしも固定経費（看護師の人件費、減価償却費等）が減少するもので

はないことから、措置額の急激な減少を緩和する方策（減少分のうち、１年目 0.9、２

年目 0.6、３年目 0.3 を復元し、４年目に置き換え）を講じることとしている。 

 

（３）公立病院に関する地方財政措置の重点化 

①病院施設の整備費に係る措置 

Ｑ71 病院事業債の元利償還金に対する地方交付税措置の対象となる建築単価の上限

を、引き上げる理由如何。 

Ａ71 現行の建築単価（30 万円／㎡）は、前ガイドラインに基づき「国立病院機構におけ

る建物整備の指針」等を踏まえて平成21年度から設定しているものであるが、近年、

国土交通省による公共事業の労務単価が引き上げられており、公立病院の最近の

建替事例においても建築単価が上昇している実態にある。このため、公的病院等（国

立病院機構、日本赤十字社、厚生農業共同組合連合会等）の最近の建築単価を調

査し、平成 26 年度着工の実績平均並の単価（36 万円／㎡）まで引き上げることとし

たところ。 

 

②不採算地区病院に対する措置 

Ｑ72 不採算地区病院の第２種の対象病院の要件を見直す理由如何。 

Ａ72 不採算地区病院第２種は、「周辺の居住人口の集積が希薄で病床規模拡大によ

る採算性の確保が困難」（H20.11.25 公立病院に関する財政措置のあり方等検討会

報告書）である病院を対象とするものであるが、現行の要件が「人口集中地区以外

の区域に所在すること」となっていることから、人口集中地区に所在していても周辺

人口が少ない病院が対象外となり、他方、人口集中地区以外の区域に所在していて

も周辺人口が多い病院が対象となるといった問題が指摘されていた。このため、本来

の趣旨に沿った公立病院が対象となるよう、当該病院の周辺人口を要件とすることと

したところ。 

 

③公立病院に対する特別交付税措置の重点化 

Ｑ73 病床数等に単価を乗じて算定する方式から、これと一般会計からの繰出額等とを

比較する方式への見直しを検討するとのことであるが、具体的にどのような見直しを

検討しているのか。 

Ａ73 公立病院に対する特別交付税措置については、当該病院に対する地方公共団体

の責務を明確にするとともに支出実態に則して措置の重点化を図る観点から、現行

の病床数等に単価を乗じて算定する方式から、これと一般会計からの繰出額に一定

割合を乗じたものとを比較する方式への見直しを検討しているところ。あわせて、同じ

算定方式により行っている公的病院等への助成に対する特別交付税措置について

も、これに準じて見直しを検討することとしているので留意されたい。 
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（４）公的病院等に対する措置 

Ｑ74 現在、公的病院等への助成に対する特別交付税措置は、公立病院に準じた措置

となっているが、公立病院に対する特別交付税措置の見直しについても、公的病院

等に適用するのか。 

Ａ74 公的病院等への助成に対する特別交付税措置については、公立病院と同じ算定

方式により行ってきたところであり、公立病院に係る特別交付税措置の見直し（算定

基礎（許可病床から稼働病床へ）の変更、不採算地区病院第２種の要件の見直し

等）についても、公立病院に準じて見直しを行うこととしている。 

 

Ｑ75 公立病院に対する特別交付税措置（不採算地区病院、リハビリテーション専門病

院）においては、算定基礎を許可病床数から稼働病床数に変更するに当たって緩和

措置が設けられているが、公的病院等への助成に対する特別交付税措置について

も緩和措置が設けられるのか。 

Ａ75 公立病院に対する特別交付税措置についても、これまで許可病床数に基づいて行

ってきたところであり、地方公共団体においては毎年継続的に措置額を見込むことが

できたことから、見直しに伴う財政措置の減少は病院事業会計及び一般会計に影響

を与えることとなるため、緩和措置を設けたところ。一方、公的病院等に対する地方

公共団体の助成については、当該公的病院等の実際の稼働病床数等を踏まえて行

われている実態にあり、また、当該地方公共団体の財政状況等により助成額の変動

もあり得たことから、緩和措置は設けないこととしたところ。 
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平成26年度公立病院決算（病床規模別全国平均）の状況

区　　　　　　分

455,391 544,092 748,350 961,670 1,153,774
464,201 398,487 424,611 418,947 497,568
165,666 116,220 111,805 119,785 121,128

うち室料差額収益 4,884 7,559 11,540 13,286 18,423
1,085,259 1,058,798 1,284,766 1,500,403 1,772,471

61.5 66.9 66.7 69.2 71.7
73.1 71.7 79.9 84.5 64.3

－ 7.9 13.9 30.8 19.7
－ － 64.6 57.9 54.2
－ 0.0 1.8 0.7 0.2

63.1 67.7 68.2 69.3 69.8
24.0 49.0 101.4 170.6 233.7
97.9 140.5 269.0 419.6 587.7

20,166 22,202 30,326 38,262 45,157
7,185 8,048 9,247 9,706 11,388

27,350 30,250 39,573 47,967 56,545
243,260 320,422 351,727 324,197 299,855
39,913 43,573 49,857 55,288 57,686

うち事務職員 63,830 43,575 42,150 40,575 42,974
うち医師 159,478 114,196 127,950 159,646 207,648
うち看護師 229,892 203,012 250,863 308,795 359,231
うち准看護師 49,977 32,525 15,995 7,897 7,301
うち医療技術員 92,176 81,609 90,748 92,230 101,998
うちその他職員 7,146 15,908 15,021 12,644 8,760

計 843,478 702,791 750,746 853,004 990,419
201,686 190,375 232,889 304,327 416,202
146,553 120,613 148,932 163,489 184,140
147,387 121,388 120,514 131,658 152,418
264,108 208,451 257,576 256,641 230,733

1,603,212 1,343,619 1,510,656 1,709,119 1,973,911
9.6 7.4 8.7 11.5 14.5

看護師 43.8 39.7 50.1 62.2 69.2
准看護師 11.9 8.8 4.6 2.6 2.5
看護助手 7.7 10.4 8.5 5.7 6.4

3.5 3.1 2.8 3.0 3.7
13.5 10.7 11.4 11.8 11.2
4.2 4.2 2.9 2.1 2.4
3.3 3.0 2.9 3.3 3.7
3.8 3.3 3.6 4.1 4.8

12.4 11.4 12.0 10.4 8.7
113.8 102.0 107.5 116.8 127.2

平均給与(円) 521,168 496,730 498,381 490,213 510,931
平均年齢(歳) 45.7 45.1 44.1 43.1 42.4
平均給与(円) 1,718,214 1,653,762 1,500,553 1,421,621 1,395,907
平均年齢(歳) 48.1 49.9 47.4 46.1 44.7
平均給与(円) 477,086 469,182 464,580 452,871 457,929
平均年齢(歳) 43.9 44.0 41.6 39.2 38.3
平均給与(円) 498,432 472,579 486,959 478,093 528,042
平均年齢(歳) 50.8 50.2 50.6 49.8 53.0
平均給与(円) 475,401 457,572 455,331 469,942 479,735
平均年齢(歳) 44.8 42.7 40.5 40.0 39.1
平均給与(円) 425,650 381,723 377,130 449,607 456,282
平均年齢(歳) 48.9 46.3 45.4 46.1 47.8
平均給与(円) 597,654 558,823 552,789 556,246 576,349
平均年齢(歳) 45.5 44.9 42.5 40.6 39.8

医療技術員

その他職員

計

職員平
均給与・
年齢

事務職員

医師

看護師

准看護師

病床100
床当たり
職員数
（人）

医　　　 師

看 護 部 門

薬 剤 部 門

臨床検査部門
そ  の  他

計

事 務 部 門
給 食 部 門
放射線部門

委託料
減価償却費

その他の経費

医師１人１日当たり診療収入（円）

看護師１人１日当たり診療収入（円）

病床100
床当たり
医業費
用（千
円）

給与費

材料費

計

患者１人１日当た
り診療収入（円）

入　　 　 院
外　　 　 来

計

計
１日平均患者数

（人）
入　　 　 院
外　　　  来

病床利用率
（％）

結　　　　核
精　　　  神
感　 染 　症

その他医業収益

計
一　　　　般
療　　　　養

病床１００床当
た り 医 業 収 入
（ 千 円 ）

入院収益
外来収益

50床未満
50床以上
100床未満

100床以上
200床未満

200床以上
300床未満

300床以上
400床未満
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平成26年度公立病院決算（病床規模別全国平均）の状況

区　　　　　　分

1,373,084 1,624,133 1,618,168 1,835,650 465,050
574,685 689,699 566,960 719,053 106,642
124,917 128,290 97,422 148,579 31,763

うち室料差額収益 18,810 24,338 20,506 27,393 630
2,072,686 2,442,122 2,282,551 2,703,281 603,455

76.7 80.6 81.4 82.2 70.7
80.8 80.1 59.2 － 84.8
15.8 23.6 11.2 31.2 16.2
65.1 61.3 58.4 70.8 71.9
1.0 3.3 0.0 1.4 －

75.4 79.1 79.1 80.1 71.8
330.1 418.7 515.2 593.2 192.9
833.5 997.0 1,102.3 1,372.9 135.7

50,034 56,749 55,813 62,802 18,355
12,238 14,992 13,655 15,221 8,578
62,272 71,740 69,468 78,023 26,933

287,062 284,228 299,833 266,328 349,622
52,936 57,210 65,615 70,075 36,025

うち事務職員 44,682 51,063 43,024 50,375 36,847
うち医師 237,051 280,579 258,610 288,427 61,788
うち看護師 401,184 472,172 434,135 525,657 249,050
うち准看護師 5,998 3,490 3,433 5,319 8,427
うち医療技術員 106,938 117,591 98,770 121,004 34,849
うちその他職員 15,152 14,896 9,455 8,514 15,240

計 1,090,191 1,244,960 1,128,326 1,316,366 555,897
497,816 638,322 644,131 645,035 57,522
177,837 240,650 192,403 394,811 92,513
176,187 211,084 192,991 242,707 74,101
285,900 276,358 262,204 282,284 115,635

2,227,931 2,611,375 2,420,056 2,881,203 895,668
18.5 22.1 19.9 22.5 4.2

看護師 76.8 89.9 83.8 91.2 40.0
准看護師 2.2 1.3 1.3 0.8 1.9
看護助手 7.2 6.9 5.9 2.8 1.6

4.0 4.3 4.0 4.0 1.3
12.4 12.6 10.5 10.9 6.1
3.2 2.2 2.2 1.3 1.9
4.0 4.7 3.9 4.3 0.3
5.3 6.2 5.1 5.2 0.7

10.0 9.0 10.1 8.0 6.2
143.6 159.3 146.7 151.1 64.2

平均給与(円) 522,334 565,674 538,962 574,492 557,622
平均年齢(歳) 42.9 43.0 41.9 42.3 45.4
平均給与(円) 1,356,069 1,351,313 1,370,305 1,313,486 1,331,784
平均年齢(歳) 44.0 43.3 44.2 42.9 46.4
平均給与(円) 461,248 465,722 458,347 483,446 532,695
平均年齢(歳) 37.9 36.8 37.2 36.9 43.0
平均給与(円) 527,213 564,403 601,170 571,039 539,383
平均年齢(歳) 48.1 52.6 55.0 56.0 55.9
平均給与(円) 482,181 509,047 480,500 531,587 501,446
平均年齢(歳) 39.3 39.2 38.6 39.6 42.4
平均給与(円) 437,201 506,243 498,652 578,612 458,245
平均年齢(歳) 46.1 48.2 47.5 52.0 48.1
平均給与(円) 580,141 595,421 586,067 607,016 581,634
平均年齢(歳) 39.5 38.6 38.8 38.6 43.9

医療技術員

その他職員

計

職員平
均給与・
年齢

事務職員

医師

看護師

准看護師

病床100
床当たり
職員数
（人）

医　　　 師

看 護 部 門

薬 剤 部 門

臨床検査部門
そ  の  他

計

事 務 部 門
給 食 部 門
放射線部門

委託料
減価償却費

その他の経費

医師１人１日当たり診療収入（円）

看護師１人１日当たり診療収入（円）

病床100
床当たり
医業費
用（千
円）

給与費

材料費

計

患者１人１日当た
り診療収入（円）

入　　 　 院
外　　 　 来

計

計
１日平均患者数

（人）
入　　 　 院
外　　　  来

結　　　　核
精　　　  神
感　 染 　症

その他医業収益

計

病床利用率
（％）

一　　　　般
療　　　　養

500床以上
600床未満

600床以上
700床未満

700床以上
800床未満

精神科病院

病床１００床当
た り 医 業 収 入
（ 千 円 ）

入院収益
外来収益

400床以上
500床未満
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（参 考） 平成26年度公立病院決算（病床規模別全国平均）の算出方法

入院収益÷病床数×100 20表01行03列÷09表01行12列×100

外来収益÷病床数×100 20表01行04列÷09表01行12列×100

その他医業収益÷病床数×100 20表01行12列÷09表01行12列×100

うち室料差額収益 室料差額収益÷病床数×100 28表01行02列÷09表01行12列×100

医業収益÷病床数×100 20表01行02列÷09表01行12列×100

年延入院患者数（一般）÷年延病床数（一般）×100 27表01行01列÷27表01行07列×100

年延入院患者数（療養）÷年延病床数（療養）×100 27表01行02列÷27表01行08列×100

年延入院患者数（結核）÷年延病床数（結核）×100 27表01行03列÷27表01行09列×100

年延入院患者数（精神）÷年延病床数（精神）×100 27表01行04列÷27表01行10列×100

年延入院患者数（感染症）÷年延病床数（感染症）×100 27表01行05列÷27表01行11列×100

年延入院患者数（計）÷年延病床数（計）×100 27表01行06列÷27表01行12列×100

年延入院患者数÷入院診療日数 09表01行30列÷09表01行29列

年延外来患者数÷外来診療日数 09表01行32列÷09表01行31列

入院収益÷年延入院患者数 20表01行03列÷09表01行30列・・・Ａ

外来収益÷年延外来患者数 20表01行04列÷09表01行32列・・・Ｂ

患者1人１日当たり診療収入(入院＋外来) Ａ＋Ｂ

当年度中の延在院患者数÷
（1/2×（当年度中の新入院患者数＋当年度中の退院患者数））

31表01行38列

（入院収益＋外来収益）÷年延医師数 （20表01行03列＋04列）÷27表01行13列

（入院収益＋外来収益）÷年延看護部門職員数 （20表01行03列＋04列）÷27表01行14列

うち事務職員 事務職員給与計÷病床数×100 25表01行09列÷09表01行12列×100

うち医師 医師給与計÷病床数×100 25表01行20列÷09表01行12列×100

うち看護師 看護師給与計÷病床数×100 25表01行31列÷09表01行12列×100

うち准看護師 准看護師給与計÷病床数×100 25表02行02列÷09表01行12列×100

うち医療技術員 医療技術員給与計÷病床数×100 25表02行13列÷09表01行12列×100

うちその他職員 その他職員給与計÷病床数×100 25表02行24列÷09表01行12列×100

計 職員給与費÷病床数×100 20表01行27列÷09表01行12列×100

材料費÷病床数×100 20表01行28列÷09表01行12列×100

委託料÷病床数×100 21表01行19列÷09表01行12列×100

減価償却費÷病床数×100 20表01行29列÷09表01行12列×100

その他経費（医業費用－職員給与費－材料費－減価償却費－委託料）÷病床数×100 （20表01行26列-27列-28列-29列-21表01行19列）÷09表01行12列×100

医業費用÷病床数×100 20表01行26列÷09表01行12列×100

医師数÷病床数×100 27表01行48列÷10÷09表01行12列×100

看護師 看護師数÷病床数×100 27表01行49列÷10÷09表01行12列×100

准看護師 准看護師数÷病床数×100 27表01行50列÷10÷09表01行12列×100

看護助手 看護助手数÷病床数×100 27表01行51列÷10÷09表01行12列×100

薬剤部門職員数÷病床数×100 27表01行52列÷10÷09表01行12列×100

事務部門職員数÷病床数×100 27表01行53列÷10÷09表01行12列×100

給食部門職員数÷病床数×100 27表01行54列÷10÷09表01行12列×100

放射線部門職員数÷病床数×100 27表01行55列÷10÷09表01行12列×100

臨床検査部門職員数÷病床数×100 27表01行56列÷10÷09表01行12列×100

その他職員数÷病床数×100 27表01行57列÷10÷09表01行12列×100

全職員数÷病床数×100 27表01行58列÷10÷09表01行12列×100

平均給与(円) 事務職員給与計÷年間延事務職員数 25表01行09列÷25表01行01列

平均年齢(歳) 年度末事務職員延年齢÷年度末事務職員数 25表01行10列÷25表01行02列

平均給与(円) 医師給与計÷年間延医師数 25表01行20列÷25表01行12列

平均年齢(歳) 年度末医師延年齢÷年度末医師数 25表01行21列÷25表01行13列

平均給与(円) 看護師給与計÷年間延看護師職員数 25表01行31列÷25表01行23列

平均年齢(歳) 年度末看護師延年齢÷年度末看護師数 25表01行32列÷25表01行24列

平均給与(円) 准看護師給与計÷年間延准看護師数 25表02行02列÷25表01行34列

平均年齢(歳) 年度末准看護師延年齢÷年度末准看護師数 25表02行03列÷25表01行35列

平均給与(円) 医療技術員給与計÷年間延医療技術員数 25表02行13列÷25表02行05列

平均年齢(歳) 年度末医療技術員延年齢÷年度末医療技術員数 25表02行14列÷25表02行06列

平均給与(円) その他職員給与計÷年間延その他職員数 25表02行24列÷25表02行16列

平均年齢(歳) 年度末その他職員延年齢÷年度末その他職員数 25表02行25列÷25表02行17列

平均給与(円) 職員給与計÷年間延職員数 25表02行35列÷25表02行27列

平均年齢(歳) 年度末職員延年齢÷年度末職員数 25表02行36列÷25表02行28列

病床１ ００ 床当
た り 医 業 収 入
（ 千 円 ）

入院収益

外来収益

その他医業収益

計

病床利用率
（％）

一　　　　般

療　　　　養

結　　　　核

精　　　  神

感　 染 　症

計

１日平均患者数
（人）

入　　 　 院

外　　　  来

患者１人１日当
たり診療収入

（円）

入　　 　 院

外　　 　 来

計

医師１人１日当たり診療収入（円）

看護師１人１日当たり診療収入（円）

病床
100床
当たり
医業費
用（千
円）

給与費

材料費

委託料

減価償却費

その他の経費

計

病床
100床
当たり
職員数
（人）

医　　　 師

看 護 部 門

薬 剤 部 門

事 務 部 門

給 食 部 門

放射線部門

臨床検査部門

そ  の  他

計

その他職員

計

職員平
均給
与・年
齢

事務職員

医師

区　　　　　　分 算式 決算統計調査表対応算式(平成26年度版)

平均在院日数（一般病床のみ）

医療技術員

看護師

准看護師
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（単位：千円）

経常収益 A 1,633,554 1,415,228 1,555,602 1,771,590 2,037,276 2,338,545 2,755,702 2,606,821 3,088,397 944,749

医業収益 a 1,085,259 1,058,798 1,284,766 1,500,403 1,772,471 2,072,686 2,442,122 2,282,551 2,703,281 603,455

 うち料金収入(b+c) 919,593 942,578 1,172,962 1,380,618 1,651,342 1,947,769 2,313,832 2,185,128 2,554,702 571,691

　  入院収益 b 455,391 544,092 748,350 961,670 1,153,774 1,373,084 1,624,133 1,618,168 1,835,650 465,050

　  外来収益 c 464,201 398,487 424,611 418,947 497,568 574,685 689,699 566,960 719,053 106,642

 うち他会計繰入金 ｄ 86,417 57,457 55,525 55,974 59,397 63,845 62,494 41,654 100,222 23,700

医業外収益 548,295 356,429 270,835 271,187 264,805 265,859 313,580 324,271 385,116 341,294

 うち他会計繰入金 e 416,223 257,293 179,829 179,966 183,752 165,602 217,383 188,511 262,845 300,390

経常費用 B 1,689,439 1,436,697 1,608,016 1,822,935 2,086,003 2,355,188 2,751,710 2,570,286 3,030,663 938,684

医業費用 f 1,603,212 1,343,619 1,510,656 1,709,119 1,973,911 2,227,931 2,611,375 2,420,056 2,881,203 895,668

 うち職員給与費　ｇ 843,478 702,791 750,746 853,004 990,419 1,090,191 1,244,960 1,128,326 1,316,366 555,897

 うち材料費 201,686 190,375 232,889 304,327 416,202 497,816 638,322 644,131 645,035 57,522

 うち減価償却費 h 147,387 121,388 120,514 131,658 152,418 176,187 211,084 192,991 242,707 74,101

 うち委託費 146,553 120,613 148,932 163,489 184,140 177,837 240,650 192,403 394,811 92,513

医業外費用 86,227 93,078 97,360 113,816 112,091 127,257 140,335 150,229 149,459 43,016

 うち支払利息 20,336 26,063 25,101 29,108 37,169 35,620 36,571 43,869 51,998 22,644

▲ 517,953 ▲ 284,821 ▲ 225,890 ▲ 208,716 ▲ 201,441 ▲ 155,245 ▲ 169,253 ▲ 137,506 ▲ 177,922 ▲ 292,213

▲ 55,884 ▲ 21,469 ▲ 52,415 ▲ 51,344 ▲ 48,727 ▲ 16,643 3,992 36,536 57,734 6,065

51,619 25,286 36,892 69,038 41,494 44,888 114,772 16,323 155,388 46,834

223,868 145,769 194,685 306,402 295,296 285,028 398,842 358,251 634,976 177,185

▲ 228,133 ▲ 141,952 ▲ 210,208 ▲ 288,709 ▲ 302,528 ▲ 256,783 ▲ 280,078 ▲ 305,392 ▲ 421,853 ▲ 124,286

▲ 558,524 ▲ 336,220 ▲ 287,769 ▲ 287,284 ▲ 291,876 ▲ 246,090 ▲ 275,886 ▲ 193,629 ▲ 305,333 ▲ 318,026

資本的収入(純計) 227,785 152,189 238,776 302,913 347,126 209,638 248,196 314,397 219,215 90,568

 うち企業債 39,339 62,038 120,958 163,914 210,253 120,854 151,866 189,056 126,088 57,675

 うち他会計繰入金 i 145,864 72,675 83,966 102,791 110,367 89,343 76,509 116,306 84,181 28,283

資本的支出(純計) 295,081 215,250 331,314 395,383 452,532 336,162 433,504 481,769 527,532 171,999

 うち建設改良費 193,833 104,714 194,025 254,995 279,353 174,049 228,285 279,011 256,043 97,684

 うち企業債償還金 97,221 104,671 117,429 133,352 154,963 147,210 182,500 199,498 259,193 63,913

（再掲）繰入金　計 d+e+i 648,504 387,425 319,320 338,731 353,516 318,789 356,387 346,471 447,248 352,374

減価償却前経常損益 D+h 91,502 99,919 68,099 80,313 103,691 159,544 215,076 229,527 300,441 80,166

104.7 93.9 97.4 105.1 117.6 131.6 144.1 134.6 147.7 62.1

7.6 5.8 7.1 9.4 12.3 14.4 17.1 15.6 18.2 3.8

40.0 36.1 45.0 57.1 65.0 71.5 83.9 78.3 89.7 38.9

病床利用率 63.1 67.7 68.2 69.3 69.8 75.4 79.1 79.1 80.1 71.8

経常収支比率　Ａ÷Ｂ 96.7 98.5 96.7 97.2 97.7 99.3 100.1 101.4 101.9 100.6

医業収支比率　a÷f 67.7 78.8 85.0 87.8 89.8 93.0 93.5 94.3 93.8 67.4

77.7 66.4 58.4 56.9 55.9 52.6 51.0 49.4 48.7 92.1

46.3 29.7 18.3 15.7 13.7 11.1 11.5 10.1 13.4 53.7

資
本
的
収
支

職員数（人）(損益＋資本勘定職員)

年度末正規職員医師数（人）

年度末正規職員看護師数（人）

職員給与費対医業収益比率 g÷a

類似規模病院全国平均経営指標(H26決算)

区　　　　分

他会計繰入金対医業収益比率 (d+e)÷a

精神科病院

収
益
的
収
支

医業損益 (a-f) C

経常損益 (A-B) D

特別利益

特別損失

純損益 E

繰入前経常損益(Ｄ-d-e)

200床以上
300床未満

300床以上
400床未満

400床以上
500床未満

類似規模全国平均（病床１００床当たり）

50床未満
50床以上
100床未満

100床以上
200床未満

700床以上
800床未満

500床以上
600床未満

600床以上
700床未満

― 320―



うち薬品費
対医業収益

比率
計

うち
一般

うち
療養

民間病院 99.9% 99.4% 54.2% 22.7% 11.2% 5.3% 7.1% 79.1% ― ―

公的病院（自治体以外） 96.8% 97.1% 51.9% 28.6% 18.4% 6.4% 6.6% 74.3% ― ―

公立病院（黒字病院） 102.9% 96.3% 49.9% 24.0% 12.1% 8.0% 9.7% 77.5% 78.9% 79.0%

公立病院（上位1/2） 102.7% 96.0% 50.1% 23.8% 12.0% 8.1% 9.8% 77.3% 78.7% 78.4%

公立病院（一般病院全体） 99.3% 92.2% 52.8% 23.5% 11.8% 8.5% 10.0% 73.4% 74.7% 76.5%

民間病院 100.4% 99.4% 51.3% 25.1% 12.1% 6.4% 7.1% 80.6% ― ―

公的病院（自治体以外） 99.1% 99.3% 48.9% 31.1% 20.0% 6.1% 6.6% 76.0% ― ―

公立病院（黒字病院） 102.7% 97.5% 47.2% 26.3% 13.2% 8.2% 10.6% 81.4% 83.7% 80.1%

公立病院（上位1/2） 103.6% 99.0% 46.1% 27.0% 13.4% 7.8% 9.5% 81.3% 83.2% ―

公立病院（一般病院全体） 101.1% 95.6% 48.6% 26.3% 13.1% 8.5% 10.4% 79.9% 82.1% 64.5%

民間病院 111.4% 110.5% 46.1% 24.2% 13.7% 4.7% 6.0% 79.1% ― ―

公的病院（自治体以外） 96.2% 97.1% 51.9% 27.6% 16.7% 6.3% 6.8% 73.8% ― ―

公立病院（黒字病院） 103.2% 98.9% 49.2% 23.7% 12.0% 7.4% 7.9% 81.2% 82.2% 96.1%

公立病院（上位1/2） 103.2% 98.9% 49.2% 23.7% 12.0% 7.4% 7.9% 81.2% 82.2% 96.1%

公立病院（一般病院全体） 99.6% 94.8% 51.7% 23.8% 11.7% 8.1% 8.6% 76.1% 77.4% 80.8%

民間病院 94.8% 94.3% 57.2% 24.9% 12.1% 4.5% 7.5% 74.1% ― ―

公的病院（自治体以外） 95.3% 94.9% 54.8% 26.8% 17.1% 6.5% 6.3% 73.3% ― ―

公立病院（黒字病院） 102.7% 96.2% 53.8% 22.9% 11.2% 7.4% 9.2% 73.8% 75.5% 66.4%

公立病院（上位1/2） 102.2% 95.7% 53.5% 22.6% 10.9% 7.6% 9.5% 73.5% 75.0% 66.4%

公立病院（一般病院全体） 97.7% 91.3% 55.4% 23.1% 11.3% 8.2% 10.1% 70.2% 71.8% 62.8%

民間病院 97.8% 98.2% 57.8% 19.6% 8.7% 6.5% 7.0% 80.5% ― ―

公的病院（自治体以外） 93.2% 93.3% 55.4% 26.2% 17.9% 8.4% 5.5% 68.5% ― ―

公立病院（黒字病院） 103.3% 97.1% 52.2% 19.0% 9.7% 7.6% 8.4% 74.5% 73.5% 89.3%

公立病院（上位1/2） 102.2% 95.7% 53.4% 18.9% 9.5% 7.8% 8.8% 74.1% 73.3% 88.0%

公立病院（一般病院全体） 97.7% 90.3% 55.8% 20.0% 9.6% 8.3% 9.5% 69.1% 69.2% 83.6%

民間病院 101.1% 100.5% 59.0% 16.2% 8.2% 4.0% 6.5% 83.0% ― ―

公的病院（自治体以外） 94.2% 94.3% 58.4% 24.0% 17.2% 5.8% 7.3% 74.6% ― ―

公立病院（黒字病院） 103.1% 89.8% 54.1% 18.0% 10.2% 8.2% 9.2% 70.2% 68.2% 81.3%

公立病院（上位1/2） 102.2% 89.9% 55.0% 17.9% 10.1% 8.5% 9.3% 71.0% 68.9% 81.6%

公立病院（一般病院全体） 96.8% 85.8% 58.3% 18.0% 9.8% 8.9% 9.9% 68.3% 66.9% 80.1%

民間病院 103.8% 103.6% 55.8% 19.6% 11.5% 4.2% 6.0% 72.8% ― ―

公的病院（自治体以外） 85.6% 85.3% 70.2% 25.9% 22.1% 3.2% 6.8% 78.5% ― ―

公立病院（黒字病院） 104.7% 80.9% 66.2% 16.6% 10.2% 9.9% 10.1% 67.4% 67.9% 70.0%

公立病院（上位1/2） 103.5% 80.7% 63.7% 16.9% 10.6% 11.2% 11.4% 66.5% 67.5% 67.3%

公立病院（一般病院全体） 98.4% 79.3% 66.2% 17.8% 11.3% 10.9% 10.9% 67.4% 66.5% 71.7%

民間病院 103.8% 103.6% 55.8% 19.6% 11.5% 4.2% 6.0% 72.8% ― ―

公的病院（自治体以外） 85.6% 85.3% 70.2% 25.9% 22.1% 3.2% 6.8% 78.5% ― ―

公立病院（黒字病院） 104.2% 73.0% 78.3% 16.5% 10.1% 8.8% 11.5% 65.6% 62.7% 89.5%

公立病院（上位1/2） 102.7% 70.9% 77.1% 16.0% 9.8% 9.4% 12.8% 64.9% 62.6% 81.4%

公立病院（一般病院全体） 96.7% 68.4% 77.3% 18.2% 12.0% 11.7% 11.8% 63.2% 61.7% 73.1%

（注）

1．

2． 「公立病院」の数値は、総務省による「平成26年度地方公営企業決算状況調査」に基づく平均値である。

3． 「公立病院（上位1/2）」は、各病床規模区分の公立病院において経常収支比率が上位1/2にある病院の平均値である。

4．

5．

6． 「減価償却費対医業収益」及び「委託料対医業収益」は指定管理者制度を導入している病院を除いて算出している。

民間病院の「500床以上」は、全国公私病院連盟調査における「500～599床」、「600～699床」及び「700床以上」各階級の集計数値の単純平均、「50床以上100床
未満」と「50床未満」は、それぞれ全国公私病院連盟調査における「99床以下」で集計した数値である。

民間病院等の数値については、注１に記載の調査報告以外にも、たとえば「医療経済実態調査（医療機関等調査）報告」（中央社会保険医療審議会）など種々ある
ので参考とされたい。

50床以上
100床未満

50床未満

計

300床以上
400床未満

100床以上
200床未満

「民間病院」の数値は、全国公私病院連盟による「病院経営実態調査報告」（平成26年6月調査）及び「病院経営分析調査報告」（平成26年6月調査）に基づく平均値
である。

400床以上
500床未満

材料費対
医業収益比

率

200床以上
300床未満

委託料対
医業収益

比率

○　経営効率化にかかる目標数値例
（主な経営指標にかかる全国平均値の状況：平成26年度）

経常収支
比率

医業収支
比率

職員給与費
対医業収益

比率

500床以上

病床利用率
減価償却費
対医業収益

比率

― 321―



うち薬品
費対医
業収益
比率

計
うち
一般

うち
療養

公立病院（黒字病院） 104.1% 82.6% 63.9% 16.7% 10.3% 9.2% 10.1% 70.2% 68.9% 75.4%

公立病院（上位1/2） 103.1% 82.1% 62.9% 17.0% 10.7% 10.2% 11.1% 69.5% 68.6% 73.7%

公立病院（一般病院全体） 97.8% 79.1% 65.4% 18.1% 11.2% 10.7% 10.8% 68.1% 66.6% 74.2%

公立病院（黒字病院） 103.5% 89.5% 54.6% 16.0% 9.8% 8.4% 9.8% 75.1% 73.1% 81.2%

公立病院（上位1/2） 103.0% 88.9% 55.5% 16.3% 10.1% 8.6% 10.0% 75.3% 73.5% 80.9%

公立病院（一般病院全体） 97.4% 84.1% 59.6% 18.3% 11.0% 9.3% 10.3% 70.9% 69.2% 78.8%

公立病院（黒字病院） 104.6% 80.1% 68.3% 17.3% 10.8% 9.9% 10.1% 67.4% 67.7% 69.2%

公立病院（上位1/2） 103.3% 80.0% 64.7% 17.5% 11.1% 11.4% 11.5% 66.4% 67.4% 66.3%

公立病院（一般病院全体） 98.3% 78.1% 67.1% 17.6% 11.0% 11.4% 11.1% 67.0% 66.0% 70.9%

公立病院（黒字病院） 104.0% 69.6% 84.1% 17.0% 10.3% 9.3% 12.0% 64.8% 61.1% 89.5%

公立病院（上位1/2） 102.9% 69.6% 83.4% 16.9% 10.5% 9.7% 12.7% 64.1% 61.2% 81.4%

公立病院（一般病院全体） 96.9% 68.1% 78.9% 19.1% 12.8% 12.0% 11.5% 63.8% 61.6% 78.3%

（注）

1．

2．

3．

4．

5．

1）病床数が150床未満であり、直近の一般病院までの移動距離が15キロメートル以上となる位置に所在している一般病院であること
  （第1種該当）。
2）病床数が150床未満であり、直近の国勢調査に基づく、当該公立病院の半径5㎞内人口が原則として3万人未満の一般病院であること
  （第2種該当）。

「公立病院（上位1/2）」は、各病床規模区分の公立病院において経常収支比率が上位1/2にある病院の平均値である。

「減価償却費対医業収益」及び「委託料対医業収益」は指定管理者制度を導入している病院を除いて算出している。

本表は、「平成26年度地方公営企業決算状況調査」の対象病院で、注2の要件に該当する見込みの病院の集計である。

計

100床以上
150床未満

50床以上
100床未満

50床未満

公立病院は、地方公営企業として運営する病院及び公営企業型地方独立行政法人が運営する病院である。

不採算地区病院とは、その有する病床数が主として一般病床又は療養病床である病院のうち主として理学療法又は作業療法を行う病院以外
の病院及び当該病院の施設が主として児童福祉施設である病院以外の病院（以下「一般病院」という。）で、以下の要件を満たすものをいう
（第2種については平成27年度以降の要件）。

○　経営効率化に係る目標数値例（不採算地区病院分）
（主な経営指標にかかる全国平均値の状況：平成26年度）

経常収
支比率

医業収
支比率

職員給
与費対
医業収
益比率

材料費
対医業
収益比

率

減価償
却費対
医業収
益比率

委託料
対医業
収益比

率

病床利用率
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○公立病院の経営形態の比較

地方独立行政法人（公営企業型）

職員の任用
地方公共団体の長が任
免

管理者が任免 理事長が任免

職員身分 地方公務員 地方公務員 非地方公務員

定員管理 条例定数に含まれる 条例定数に含まれる 条例定数に含まれない

職員給与

一般の当該地方公共団
体職員の給与に関する規
定による

○生計費、同一又は類似
の職種の国及び地方公
共団体の職員並びに民間
事業の従事者の給与、当
該地方公営企業の経営
の状況等を考慮
○給与の種類及び基準
は条例制定（給与の額、
支給方法等の細目事項
は管理規定）

○独法の業務の実績を考
慮し、かつ、社会一般の
情勢に適合したもの
○給与等の支給基準を定
め、設立団体の長に届け
出、公表

資産の取得、
管理及び処分

地方公共団体の長が資
産を取得、管理及び処分
（ただし、条例で定める重
要な資産及び処分につい
ては予算で定めなければ
ならない）

管理者が資産を取得、管
理及び処分（ただし、条例
で定める重要な資産及び
処分については予算で定
めなければならない）

条例に定める重要な財産
の譲渡又は担保に供する
ときは設立団体の長の認
可が必要

予算
（年度計画）

地方公共団体の長が予
算を調製し、議会の議決
を経る

地方公共団体の長が、管
理者が作成した予算の原
案に基づいて予算を調製
し、議会の議決を経る

毎事業年度の開始前に、
中期計画に基づき年度計
画を定め、設立団体の長
に届け出、公表（評価委
員会、議会の関与なし）

決算

地方公共団体の長が決
算を調製し、議会の認定
に付す（当該地方公共団
体の会計管理者に行わせ
ることができる）

○管理者が決算を調製
し、地方公共団体の長に
提出
○監査委員の審査後当
該委員の意見をつけ、議
会の認定

毎事業年度に財務諸表、
事業報告書、決算報告書
を作成し、設立団体の長
に提出し、その承認を得
る（承認に際し評価委員
会の評価聴取）

会計制度

公営企業会計制度 公営企業会計制度 公営企業型地方独立行
政法人会計原則

資金調達手段
等

○特定の経費に係る設立
団体からの交付金
○国庫補助金、地方公共
団体からの補助金
○設立団体からの長期借
入金（転貸債）
○診療報酬

項　　目

規定はなく指定管理者の裁量

規定はない

非地方公務員

条例定数に含まれない

規定はなく指定管理者の
裁量

地方公営企業

指定管理者
（利用料金制・代行制）

○特定の経費につき一般会計等からの出資、貸付、負担金、補助等
○国庫補助金
○病院事業債
○診療報酬
　　なお、指定管理者制度については制度により下記の差異が生じる
　　　・利用料金制･･･直接指定管理者側の収入となる。
　　　・代　 行 　制･･･地方公共団体の歳入としたうえで、必要な経費を指定管理者に
　　　　　　　　           委託料として支払う（委託料の全部又は一部を診療報酬交付金
                            等の名称で支払う場合も消費税及び地方消費税の課税対象に
　　　　　　　　　　　　   なることに留意が必要）。

財務規定等適用 全部適用
一般地方独立行政法人

（非公務員型）

規定はない

毎年度終了後、管理業務
に関し事業報告書を作成
し、地方公共団体に提出

企業会計原則（病院会計
準則）
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